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推進事項 Ⅰ-(1)-①　エビデンスと成果重視の資源・財源配分

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(1)-①　エビデンスと成果重視の資源・財源配分

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(1)-②　機動的な執行体制づくり

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

数値目標等

重要施策の推進
県総合計画の施策ＫＧＩ達成率100％（令和８
年度）

Ⅰ【創造】　～変動要因に即応できる政策と戦略～

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課
　　　　　　　　　　企画統計課ア　県総合計画に沿ったエビデンスに基づく政策

　　展開

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：６月　えひめチャレンジプラン推進懇話会の開催
　　　　　７月　ＫＧＩミーティングの開催
　　　　　事業効果の検証を２件実施
Ｒ５年度：６月に県総合計画を策定、事業効果の検証を２件実施

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）イ　県総合計画に基づく成果指標を活用した事務

　　事業評価や外部評価と連動した予算編成の推進

県庁の基幹業務プロセス（立案、予算、執行、決算、評価）にわたって、これまで以上に成果を重視
した経営判断を行うことのできる県庁組織へと変革し、県民に対する行政サービスの向上を図るとと
もに、県総合計画の目標達成に向けた適切なＫＰＩの設定に基づき、その目標達成状況や効果検証を
踏まえた財源配分を行う。

県総合計画の着実な推進に当たっては、客観的なデータを用いたエビデンスに基づいて進捗状況を的
確に把握しながら施策の推進に取り組むとともに、毎年度、各政策・施策に設定したＫＧＩの達成状
況の検証を行い翌年度の政策立案につなげるなど、ＰＤＣＡサイクルを徹底した政策展開を図る。

数値目標等

ＫＧＩの評価結果に
基づく政策展開

県総合計画における政策・施策ＫＧＩの目標達
成

ＥＢＰＭにおける事
業効果の検証

検証実施件数（毎年度２件実施）

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ア　庁内分権の推進

各部局が自らの責任と判断で事務管理を行うとともに、事務処理の簡素化・効率化を図るため、適切
な権限配分や下位権者及び地方機関に対する権限委譲を積極的に推進し、効率的・効果的な執行体制
の整備を図る。

数値目標等

決裁権限の下位権者
及び地方機関への委
譲の推進

４年間で40事項以上を権限委譲

これまでの
主な進捗状況

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：下位権者等へ３事項を権限委譲
Ｒ５年度：下位権者等へ９事項を権限委譲
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推進事項 １-(1)-②　機動的な執行体制づくり

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(1)-②　機動的な執行体制づくり

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

複雑化・多様化する行政課題に対し、機動的かつ柔軟に対応するため、部局の枠を越えたプロジェク
トチーム制度を積極的に活用するとともに、司令塔機能を担う部門を必要最小限の人員で設置した上
で、各部局の既存の組織と連携して機動的かつ効果的に施策・事業を推進する「横串組織」の構築な
どに取り組む。また、行政改革ＰＴでは必要に応じて、特定の課題を調査及び検討するＷＧ（ワーキ
ンググループ）、迅速に解決するＴＦ（タスクフォース）を活用するなど、部局間の更なる連携強化
を図る。

数値目標等

プロジェクトチーム
の活用

横串組織の構築
各部局の既存の組織と連携して機動的かつ効果
的に施策・事業を推進する「横串組織」の構築
に取り組む。

所管部課
総務部 総務管理局 人事課

イ　人口減少対策等、部局横断的課題に対応する
　　ための横串組織の構築

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：大規模イベント終了後の関係部局職員を繁忙課所へ応援配置
        　庁内応援制度（助け愛隊！）を活用した全庁的な業務応援体制の構築
Ｒ５年度：新型コロナウイルス感染症対策のため全庁的な応援体制を構築（～５月）
　　　　　大規模イベント終了後の関係部局職員を繁忙課所へ応援配置
        　庁内応援制度（助け愛隊！）を活用した全庁的な業務応援体制の構築

数値目標等

職員の弾力的配置

これまでの
主な進捗状況

Ｒ７年度：「政策マネジメント推進班」の設置（各部局幹事課）
　　　　　「人口減少対策推進本部」の設置（地域政策課）
Ｒ５年度：「少子化対策推進本部」の設置（男女参画・子育て支援課）
　　　　  「外国人材受入推進ワーキングチーム」の設置（産業人材課）
　　　　  「より良い職場づくり検討・実践ワーキンググループ」の設置（人材マネジメント室）
※「職員配置の弾力的運用について（平成25年12月26日付け総務部長通知）」により、各部局が主
　導性を発揮し、必要に応じてＰＴを設置するよう通知済

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ウ　業務の繁閑に応じた職員の弾力的配置

イベントの終了や繁忙期を終えた所属での人員等を、新たに発生した要因で業務量の大幅な増加が見
込まれたり、休業者の発生等で欠員が生じている所属等へ応援配置を行い、業務の円滑化を図るとと
もに職員の負担の軽減や超過勤務の縮減につなげる。
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推進事項 Ⅰ-(1)-②　機動的な執行体制づくり

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(1)-③　政策立案への現場職員の意見の反映

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(1)-④　働き方改革の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：「部局長会」の開催
　　　　　　開催回数…定例部局長会13回、拡大部局長会８回
　　　　　　主な付議議案…・愛媛県地域公共交通計画の策定について
Ｒ５年度：「部局長会」の開催
　　　　　　開催回数…定例部局長会13回、拡大部局長会７回
　　　　　　主な付議議案…・Ｒ６重要施策提案・要望について

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課

ア　新たなニーズや諸課題に対する迅速な対応

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課

エ　トップマネジメント機能の効果的運用

政策立案型行政への転換を進めるため、民間企業の“取締役会”に準じる機関として「部局長会」を
設置し、部長級職員の専門的知識と情報収集力を結集して、知事のトップマネジメントを補完しなが
ら、政策の質を高めるとともに情報共有を図る。また、各種推進本部等を開催する場として活用する
ことにより、既存の意思決定機会の集約を図る。

数値目標等

部局長会の積極的な
活用

定例部局長会：月２回、拡大部局長会：月１回
程度開催予定

これまでの
主な進捗状況

【新規施策等検討会議において新たに事業化された事業数】
Ｒ６年度：27件
Ｒ５年度：19件

所管部課
総務部 総務管理局
　　人事課 人材マネジメント室

ア　組織診断に基づく定期的評価の実施

組織の活性度を診断する調査を定期的に実施することで、職員の意識や組織の状態を確認し、職場改
善に取り組む。

県総合計画に基づく県政の積極的かつ効果的な推進につなげることを目的に、新たなニーズや諸課題
に対する柔軟な発想による新規施策等について、知事等と各部局等が政策的な議論を行う新規施策等
検討会議を開催し、政策立案型行政の強化を図る。

数値目標等

「新規施策等検討会
議」の開催

新規事業数７件増加（毎年度）

これまでの
主な進捗状況

Ｒ３～６年度に、組織ストレス診断テスト（ＭＳＩ）を実施。

数値目標等

組織診断の実施
※頻度は検討中 本県組織の活性度を適正に評価・分析し、その

結果を踏まえつつ、若手・中堅職員の意欲や能
力、管理職のマネジメント力の向上などを図
り、職場改善やチーム力強化につなげる。診断結果を受けた職

場改善の実施
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推進事項 Ⅰ-(1)-④　働き方改革の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課
総務部 総務管理局
　　人事課 人材マネジメント室イ　職員のエンゲージメントの向上

　　（組織・県民への自発的な貢献意欲の向上）

デジタル技術の進化や少子高齢化の進行などにより、行政課題が複雑化・多様化する中、職員のモチ
ベーションや政策立案能力の向上を通じ、県庁組織を「働き甲斐と働きやすさを両立した組織」へと
進化させることで、職員のエンゲージメントの向上につなげつつ、県民サービスの維持・向上を図
る。
※エンゲージメント：自らの成長や業務執行を通じて、組織・県民に貢献したいという自発的な意欲

これまでの
主な進捗状況

Ｒ５年６月から、職員有志のヒアリングチームによる聴き取り活動を開始
Ｒ５年10月から、部局横断のＷＧ（メンバー：各部局幹事課長補佐等）による活動を開始
Ｒ６年度はＷＧによる活動を継続し、各部局の取組をまとめた事例集を作成

数値目標等

要因分析・課題整理 人材確保が困難となりつつある中、職員の意欲
と能力を最大限引き出し、県民サービスを維
持・向上させていくため、性別や年齢、ライフ
ステージなどに関わらず、職員誰もが活躍でき
る組織づくりを行う。対策の実施
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推進事項 Ⅰ-(1)-④　働き方改革の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課
総務部 総務管理局
　　人事課 人材マネジメント室
教育委員会 管理部 教育総務課ウ　公務能率の向上やワーク・ライフ・バランス

　　の充実を図る職場づくり

ノー残業デーの徹底や年次有給休暇の計画的な取得などにより、職員・教職員が心身のリフレッシュ
を図りつつ、効率的に業務を進めていくことができる職場環境づくりに努めるとともに、特定事業主
行動計画（後期計画）に則り、男女の区別なく子育てに積極的に関わることのできる、仕事と家庭の
両立が可能な職場づくりに努める。

これまでの
主な進捗状況

＜教育委員会、警察本部を除く全部局＞
【月平均超勤時間15時間以下の職員の割合】
　Ｒ６年度：47.6％
　Ｒ５年度：50.0％
【年次有給休暇取得日数】
　Ｒ６年：12.5日
　Ｒ５年：11.7日
【男性職員の育児休業の取得率】
　Ｒ６年度：96.0％
　Ｒ５年度：94.5％
【男性職員の育児休暇６日以上の取得率】
　Ｒ６年度：76.2％
　Ｒ５年度：71.1％
----------------------------------------------------------------------------
＜教育委員会＞
【月平均超勤時間15時間以下の職員の割合】
　Ｒ６年度：36.5％（事務局）・79.8％（県立学校。教育職員を除く。）
　Ｒ５年度：30.7％（事務局）・77.2％（県立学校。教育職員を除く。）
【年次有給休暇取得日数】
　Ｒ６年：10.0日（事務局）・13.6日（県立学校教員）・11,4日（県立学校事務他）
　Ｒ５年：9.6日（事務局）・12.6日（県立学校教員）・11.3日（県立学校事務他）
【男性教職員の育児休業の取得率】
　Ｒ６年度：200.0％（事務局）・40.7％（県立学校）
　Ｒ５年度：87.5％（事務局）・41.3％（県立学校）
【男性教職員の育児休暇６日以上の取得率】
　Ｒ６年度：100.0％（事務局）・61.0％（県立学校）
　Ｒ５年度：100.0％（事務局）・65.1％（県立学校）

育児休業等の取得促
進

（男性の育児休業取得率）
・知事部局100％(令和４年10月～11年度)
・教育委員会50％（令和５年10月～６年度）
　２週間以上85％（令和７～11年度）
（男性の２週間以上の育児休業取得率）
・知事部局85％(令和７年度～11年度)
（育児休暇）
全ての男性職員が合計６日以上取得（取得率
100％）(令和３～11年度)

数値目標等

超過勤務の縮減

月平均超過勤務時間15時間以下（達成率100%）
（令和３～11年度)
教育職員の月平均時間外在校等時間30時間以下
(達成率100％）（令和７～11年度）

ノー残業デーの徹底

年次有給休暇の取得
促進

年次有給休暇の取得目標：15日（毎年）
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推進事項 Ⅰ-(1)-④　働き方改革の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

50人役 50人役 50人役 50人役

所管部課

総務部 総務管理局
　　行政経営課総務事務管理室
　　　　　　　　　　　人事課
出納局 会計課 審査課エ　効果的・効率的な行政事務の実現

職員の働き方改革を推進するため、各課室が処理する服務・給与・人事・福利厚生・研修などの総務
系事務全般について、段階的に標準化・集約化・外部委託化・システム化を組み合わせ業務の効率化
を図っている。
令和３年度から順次対象を拡大している庶務事務システムについて、対象の拡大（諸局・会計年度任
用職員等）や機能の改善等を行いながら、システムを安定稼働させるとともに、制度と関連システム
の更なる効果的な事務処理体制を構築し、総務系事務の一層の効率化・最適化を図る。
また、集約処理しているシステム化しない総務系事務について、庁内基幹システムの開発等の変化を
踏まえＢＰＲに取り組むとともに、システム化事務も含め外部委託（派遣等含む）について、検討・
実施する。
このほか、県民の多様なニーズや高度・複雑化していく業務に対応しつつ、長時間労働の是正や業務
効率化を実現するため、内部管理事務の業務プロセスの効率化について検討する。

内部管理事務の効率
化の検討

財務会計システムの更新による利便性の向上や
会計事務の効率化を図る。また公金収納・支払
事務等のデジタル化・ペーパレス化の推進によ
り、会計事務処理の省力化を図る。

これまでの
主な進捗状況

【総務系事務改革の推進】
  Ｒ６年度：庶務事務システムの対象を知事部局・諸局のフルタイム会計年度任用職員（事務補助
　　　　　　職員）（約300人）へ拡大
　　　　　　県立学校との共同利用を開始
  ＜職員の事務負担軽減人役＞　Ｒ６年度：58.63人役
  Ｒ５年度：庶務事務システムの対象を知事部局に加え諸局（約600人）へ拡大
　　　　　　システムへのログイン方法を自動化（シングルサインオン）
  ＜職員の事務負担軽減人役＞　Ｒ５年度：51.06人役

【財務会計システム更新】
　Ｒ６年度：電子審査開始（Ｒ７年２月～）
　Ｒ５年度：新財務会計システム稼働（11月～）

数値目標等

制度と関連システム
の効果的な事務処理
体制の構築

制度と関連システムの更なる効果的な業務処理
体制を構築し、効率化を図る。

総務系事務改革の推
進

総務系事務改革を推進し、各所属庶務担当者の
総務系事務に係る負担を軽減する。（令和５年
～令和８年：50人役/年）

総務系事務の外部委
託（派遣等含む）の
検討・実施

当面は現在の外部委託（派遣）を継続しつつ、
契約形態（業務委託）や対象業務について検討
し実施する。
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推進事項 Ⅰ-(1)-④　働き方改革の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(1)-④　働き方改革の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課
総務部 総務管理局 人事課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課オ　多様な働き方の推進

時間や空間の制約にとらわれることなく働くことができるテレワークや、フレックスタイム制、早
出・遅出勤務などの活用により、多様な人材が個々の能力が発揮をできるよう、業務の効率化や労働
生産性の向上、ワーク・ライフ・バランスの実現等、組織及び職員の働き方改革を推進する。

数値目標等

テレワーク等の普及
促進

職員の希望に応じて、各種制度を利用しやすい
環境づくりを推進

愛媛県学校における働き方改革推進方針（第２期）に基づき、①ＩＣＴの活用や業務負担の見直し、
②専門スタッフの配置、③部活動改革の推進、④勤務時間の適正化と教職員の意識改革、⑤市町教育
委員会・学校との連携、⑥保護者・地域との連携を進め、教職員の働きやすさと働きがいを両立し、
子どもたちの学びの充実につなげる。

数値目標等

学校における働き方
改革の推進

時間外勤務月80時間を超える教師の割合ゼロ

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：
・新第二別館における無線ＬＡＮ整備計画の策定
・庁内チャットツールの運用（継続運用）
・技術的なサポート体制（Ｗｅｂ会議等サポートスタッフの配置）の充実（継続運用）

Ｒ５年度：
・業務端末のフルモバイル化（Ｒ６年２月～）
・ＢＹＯＤの導入
・庁内無線ＬＡＮの拡充（議事堂）
・デュアルディスプレイの配備（地方機関）
・庁内チャットツールの運用（継続運用）
・技術的なサポート体制（Ｗｅｂ会議等サポートスタッフの配置）の充実（継続運用）

【勤務時間関連】
・Ｈ31年３月　テレワーク制度の導入
・Ｒ３年８月　フレックスタイム制、早出・遅出勤務を導入
・Ｒ７年４月　フレックスタイム制による週休３日制が利用できる職員の対象拡大
　　　　　　　勤務間インターバル制の導入

所管部課 教育委員会 管理部 教育総務課

カ　学校における働き方改革の推進

これまでの
主な進捗状況

【時間外勤務月80時間超の県立学校教師（教諭）の割合（各年度平均）】
Ｒ６年度：14.9%
Ｒ５年度：16.3%
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推進事項 Ⅰ-(2)-①　能力・実績重視型の人事管理

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(2)-①　能力・実績重視型の人事管理

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(2)-①　能力・実績重視型の人事管理

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

職員の意欲や能力を引出し、創意工夫と企画力を発揮できる組織づくりを推進するため、職員一人ひ
とりの能力・業績等を的確に評価する人事評価を実施する。

数値目標等

人事評価の実施

部下が上司を評価す
る制度の実施

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ア　人材育成に資する人事評価制度の充実

これまでの
主な進捗状況

Ｒ２年度からは、職員の業務効率化の意識を高めるとともに、政策立案能力の更なる強化を推進する
ため、勤勉手当に「業務効率化実践枠（働き方改革枠）」を新設するなど、職員の能力・実績を反映
した適切な給与制度の運用に努めている。

数値目標等

能力・実績の昇給へ
の反映

実績の勤勉手当への
反映

これまでの
主な進捗状況

Ｒ元年度：働き方改革の観点から、評価要素に時間管理の効率化及び業務の生産性の向上を追加

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

イ　能力・実績を反映した給与制度の運用

職員の意欲と能力を引出し、創意工夫と企画力を発揮できる組織づくりを推進するため、能力・実績
をより一層反映した給与制度の運用を行っていく。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：受験率97％
Ｒ５年度：受験率95％
Ｈ23年度：課長級昇任試験制度を導入

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ウ　課長級昇任試験による人材の登用

事業の執行や人事・組織管理等の権限を持ち、組織の中核として重要なポジションを占める課長級ポ
ストへの意欲、能力のある職員を面接重視の試験により積極的に登用する。

数値目標等

課長級昇任候補者選
考試験の実施

受験率90％以上
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推進事項 Ⅰ-(2)-①　能力・実績重視型の人事管理

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(2)-②　人材育成の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課 総務部 総務管理局 人事課
エ　意欲・能力のある人材の登用
　　（多様な人材の活用推進）

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：４区分（Ⅰ特定プロジェクト、Ⅱ県外勤務等、Ⅲ海外派遣・国内留学、
 　　　　Ⅳ技術職員）21部門で実施
Ｒ５年度：４区分（Ⅰ特定プロジェクト、Ⅱ県外勤務等、Ⅲ海外派遣・国内留学、
 　　　　Ⅳ技術職員の事務分野への交流）26部門で実施

所管部課
総務部 総務管理局
　　人事課 人材マネジメント室
　　　　　　　　　　　　研修所ア　人材育成方針に基づく職員研修の充実

「愛媛県人材育成方針」に基づき、困難な課題に、“スピード感”を持って、“前向き”に取り組
み、“結果を追求”する実践型職員を育成するため、研修所での研修において、より効果的かつ実践
的な研修カリキュラムを検討し、その充実・強化を図るほか、職場研修や自己啓発を推進する。

職員の自主性を生かし、職務に対する意欲を高めるよう庁内公募制の積極的な活用を図る。

数値目標等

庁内公募制の活用 各年度15部門以上を設定

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：新規採用職員研修に「県職員としてのキャリアについて」、ステージアップ研修に「キャ
リア形成支援講座」を新設
Ｒ５年度：ステージアップ研修に「ＤＸ企画力向上講座」「ＥＢＰＭ実践力向上講座（効果検証・実
例創出編）」をそれぞれ新設

数値目標等

職員の意識改革のた
めの研修実施

研修の有効度（満足度）90％以上（毎年度）政策立案能力向上の
ための研修実施

県・市町合同による
研修実施
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推進事項 Ⅰ-(2)-②　人材育成の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

区分 省庁 海外 大学･民間等 計
Ｒ５年度 13 5 7 25
Ｒ６年度 13 6 6 25
Ｒ７年度 13 6 6 25

推進事項 Ⅰ-(2)-②　人材育成の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

イ　民間、国等との人事交流の推進

本格的な地方分権時代に自立した県政を進めていく上で、県の枠を越えた新しい企画力や発想力、民
間のコスト感覚など、より高い資質や能力を備えた職員を育成するため、国の省庁や海外、民間企業
等への派遣研修を引き続き推進する。

数値目標等

国省庁や国際関係機
関、民間企業への派
遣の充実

基礎自治体重視の県政運営を進め、県・市町の連携を一層深めるため、「相互交流」により人事交流
の拡大に積極的に取り組む。

数値目標等

人事交流の拡大 20市町との人事交流

これまでの
主な進捗状況

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ウ　市町との相互交流の拡大

これまでの
主な進捗状況

　Ｒ７年度：20市町　 24人（相互交流）、17人（実務研修）
　Ｒ６年度：20市町　 25人（相互交流）、20人（実務研修）
　Ｒ５年度：20市町　 24人（相互交流）、20人（実務研修）
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推進事項 Ⅰ-(3)-①　県民対話型県政の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 数値目標等

審議会の運営
審議会等の公正性を高めるとともに、多様な意
見を反映することができる審議会を目指す。

審議会の運営 公開対象会議の公開率（毎年度100%）

公募委員の積極的な
登用

所管部課

総務部 総務管理局 行政経営課
企画振興部 政策企画局
                    広報広聴課
企画振興部　政策企画局
       少子化対策・男女参画課
（関係部課）

ア　審議会等の活性化及び公開の推進

県民参加による公正で開かれた県政を推進するため、「審議会・検討会等の会議の公開に関する指
針」に基づき、対象となる審議会・検討会等の会議を原則公開とする。
県の政策・方針決定過程への県民参加を促進するため、審議会等委員の公募の拡大を図るとともに、
県民に広く周知し多くの応募者を募るため、「県審議会等における委員公募の取扱要領」に基づき一
括した公募のＰＲを実施する。
また、男女が対等な立場で県の政策・方針決定過程に参画できるよう、委員の公募と併せて、女性委
員の積極的な登用を図る。

女性委員登用率向上 登用率（令和12年度：45%）

これまでの
主な進捗状況

【「審議会・検討会等の会議の公開に関する指針」に基づく公開決定を行った審議会・検討会等数】
　全部公開：342件、部分公開：147件、非公開：67件　計556件（Ｒ７年３月末現在）
  Ｒ６年度：公開対象会議数167、公開した会議数167〔100％〕
　全部公開：338件、部分公開：130件、非公開：64件　計532件（Ｒ６年３月末現在）
  Ｒ５年度：公開対象会議数184、公開した会議数184〔100％〕

【公募委員数】
　Ｒ６年度：８審議会等８名（男性１名、女性７名）
　Ｒ５年度：８審議会等９名（男性２名、女性７名）

【女性委員登用率】
　39.4％（Ｒ７年４月１日現在）
　39.0％（Ｒ６年４月１日現在）
　37.7％（Ｒ５年４月１日現在）
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推進事項 Ⅰ-(3)-①　県民対話型県政の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(3)-②　県民意見の反映手段の充実

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

知事とみんなの愛顔
でトークの開催

県民の意見･要望等を把握し､県政に反映させ
る。

知事への政策提言の
実施

毎年提言等1,000件以上

県政出前講座の開催 毎年開催件数50回以上

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　広報広聴課

イ　情報提供・広聴・相談サービスの充実

県民が県政に親しみを感じ、県政情報や行政サービスを気軽に利用できるよう、県民(総合)相談プラ
ザ等を運営するとともに、遠隔受付案内システムにより県民サービスの充実に取り組む。
さらに、県民参加の開かれた県政の実現に向け、県民の生の声が知事に直接届く広聴システムを構築
し、県政に対する県民の理解と認識を深める。
県が重点的に取り組んでいる施策や県民生活に関わりの深いテーマについて、県民からの要請に応じ
て職員を講師として派遣する。

数値目標等

県民総合相談プラザ
等の充実

案内・相談対応の充実を図る。

県の施策に関する基本的な計画等の立案に当たり、その趣旨や内容等を広く県民に公表して意見を求
め、提出された意見を考慮して意思決定を行うことにより、県の意思決定過程における公正の確保と
透明性の向上を図るとともに、県民が積極的に参加する県政の推進に資することを目的として、パブ
リック・コメント制度の運用を行う。

数値目標等

パブリック・コメン
ト制度の積極的な推
進

県民が意見を提出するために必要な時間を勘案
し、年度平均28日以上の意見募集期間の確保を
徹底する。

これまでの
主な進捗状況

【県民総合相談プラザ等の状況】
　 Ｒ６年度：案内件数　 5,443件　相談者数　869人
　 Ｒ５年度：案内件数 　6,010件　相談者数　480人

【知事とみんなの愛顔でトークの開催】
　 Ｒ６年度:５回開催、４提言を政策に反映
　 Ｒ５年度:５回開催、３提言を政策に反映

【知事への政策提言の状況】
　 Ｒ６年度：843件
　 Ｒ５年度：1,188件

【県政出前講座の開催】
 　Ｒ６年度：50回（受講者：2,350人）
　 Ｒ５年度：40回（受講者：2,019人）

所管部課 総務部 総務管理局 行政経営課

ア　パブリック・コメント制度の推進

これまでの
主な進捗状況

【パブリック・コメント公募期間日数平均】
　Ｒ６年度：30日
　Ｒ５年度：29日
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推進事項 Ⅰ-(3)-②　県民意見の反映手段の充実

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅰ-(3)-②　県民意見の反映手段の充実

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

県政出前講座の開催 毎年開催件数50回以上

これまでの
主な進捗状況

【県民総合相談プラザ等の状況】
　 Ｒ６年度：案内件数　 5,443件　相談者数　869人
　 Ｒ５年度：案内件数 　6,010件　相談者数　480人

【知事とみんなの愛顔でトークの開催】
　 Ｒ６年度:５回開催、４提言を政策に反映
　 Ｒ５年度:５回開催、３提言を政策に反映

【知事への政策提言の状況】
　 Ｒ６年度：843件
　 Ｒ５年度：1,188件

【県政出前講座の開催】
 　Ｒ６年度：50回（受講者：2,350人）
　 Ｒ５年度：40回（受講者：2,019人）

数値目標等

県民総合相談プラザ
等の充実

案内・相談対応の充実を図る。

知事とみんなの愛顔
でトークの開催

県民の意見･要望等を把握し､県政に反映させ
る。

知事への政策提言の
実施

毎年提言等1,000件以上

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　広報広聴課

イ　情報提供・広聴・相談サービスの充実【再掲】

県民が県政に親しみを感じ、県政情報や行政サービスを気軽に利用できるよう、県民(総合)相談プラ
ザ等を運営するとともに、遠隔受付案内システムにより県民サービスの充実に取り組む。
さらに、県民参加の開かれた県政の実現に向け、県民の生の声が知事に直接届く広聴システムを構築
し、県政に対する県民の理解と認識を深める。
県が重点的に取り組んでいる施策や県民生活に関わりの深いテーマについて、県民からの要請に応じ
て職員を講師として派遣する。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：提案実績なし
Ｒ５年度：提案実績なし

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　地域政策課

ウ　えひめ夢提案制度の推進

地域の振興･活性化のための具体的な構想やプロジェクト等を有する県内の市町や民間事業者等から
提案を受け付け、地域の特性に応じ、県の権限に属する規制等の緩和や県独自の支援措置を講じるこ
とで、地域活性化(地域の“夢”の実現)を支援する。

数値目標等

夢提案の実現
提案された規制緩和等について、毎年１件以上
の実現を目指す。
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

12施策 19施策 19施策 20施策

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

Ⅱ【協働】　～「えひめ力」の総結集～

Ⅱ-(1)-①　県・市町連携による「チーム愛媛」の
　　　　　 更なる推進

所管部課 総務部 行財政推進局 市町振興課

ア　県と市町との連携の推進

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：県・市町連携推進本部会議を２回開催し、新たに19施策の取組を開始
（Ｒ６年度末までに289施策を創出）
Ｒ６年度：全国の市区町村を対象とした「行革甲子園2024」を開催
　・35都道府県の78市町から、97事例の応募あり
　・うち７団体の事例を発表　【グランプリ】京都府福知山市
　・大会終了後、全応募事例を掲載した事例集を作成し、県HPへ全事例を掲載
Ｒ５年度：県・市町連携推進本部会議を２回開催し、新たに19施策の取組を開始
（Ｒ５年度末までに270施策を創出）

Ⅱ-(1)-①　県・市町連携による「チーム愛媛」の
　　　　　 更なる推進

所管部課 総務部 行財政推進局 税務課
イ　自主納税の促進、県・市町連携による滞納
　　繰越額の縮減

地方分権改革の進展や厳しい地方財政に対応するため、県と市町がこれまで以上に連携を深め、二重
行政解消や相互協力によるプラス効果を生み出す方策を検討する「県・市町連携推進本部会議」を開
催し、県と市町の連携・一体化業務の具体化を推進する。
また、これまで全国市区町村が行ってきた行政改革の取組とノウハウを自治体間で共有することによ
り、知恵と工夫による県内市町の更なる行政改革を支援する。

数値目標等

新たに連携して課題
解決に取り組んだ年
間施策数

Ｒ５年度：12施策
Ｒ６・７年度：19施策
Ｒ８年度：20施策

これまでの
主な進捗状況

【取組状況】
　Ｒ２年度～　新居浜市、西条市、四国中央市（４月～）
　Ｒ元年度～　松山市（４月～）
　Ｈ30年度～　伊予市、東温市（７月～）
　Ｈ29年度～　久万高原町、砥部町（９月～）
　Ｈ28年度～　松前町（９月～）
　Ｈ26年度～　上島町、八幡浜市、大洲市、西予市、内子町、伊方町（４月～）、
　　　　　　　今治市（８月～）
　Ｈ24年度～　宇和島市、松野町、鬼北町、愛南町（４月～）

税務職員の相互併任
制度の推進

県内全市町で実施

愛媛県徴収確保対策本部において、徴収率や滞納繰越額の数値目標を設定し的確な進行管理を行うた
め、自動車税種別割納期内納付キャンペーンの実施やキャッシュレス納付など納税機会の拡大を図り
ながら、大多数の納期内納税者の視点に立って滞納処分を前提とした滞納整理を積極的に展開し、徴
収率の向上と滞納繰越額の削減を図る。また、県内全20市町で構成される一部事務組合「愛媛地方税
滞納整理機構」の支援や、県・市町の税務職員の相互併任を活用するなどして、個人県民税の税収増
を図る。

数値目標等

徴収率の向上
長期数値目標（令和３～７年度）
　県税徴収率：99.20％以上を維持

滞納額の縮減

長期数値目標（令和３～７年度）
　自動車税の滞納繰越額：過去最高の現年度徴
収率（令和２年度：99.79％）を維持しつつ、
自動車税滞納繰越額を令和２年度末から３割削
減　〔目標額：6,700万円〕
【参考】令和２年度末自動車税滞納繰越額
　　　　9,523万円
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推進事項 Ⅱ-(1)-②　県・市町の人事交流の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅱ-(1)-②　県・市町の人事交流の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅱ-(1)-③　他県との広域連携

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ア　市町との相互交流の拡大【再掲】

基礎自治体重視の県政運営を進め、県・市町の連携を一層深めるため、「相互交流」により人事交流
の拡大に積極的に取り組む。

所管部課
総務部 総務管理局
　　人事課 人材マネジメント室
　　　　　　　　　　　　研修所イ　市町職員の人材育成への支援

基礎自治体が複雑・多様化した行政課題に適切に対応していくため、県研修所の受託研修や合同研
修を充実させるなどにより、市町職員の人材育成を積極的に支援する。

数値目標等

市町職員の人材育成
に向けた研修支援

市町の意向を踏まえ検討

これまでの
主な進捗状況

  Ｒ７年度：20市町　 24人（相互交流）、17人（実務研修）
　Ｒ６年度：20市町　 25人（相互交流）、20人（実務研修）
　Ｒ５年度：20市町　 24人（相互交流）、20人（実務研修）

数値目標等

人事交流の拡大 20市町との人事交流

四国４県において、四国の将来像を見据え「四国はひとつ」を目指した連携施策を推進しており、今
後も引き続き４県連携による四国の総合力向上やスケールメリットを生かした効率化を図る。
なお、最も長い県境を有する高知県とは、共通の課題や連携施策について協議するため｢愛媛・高知
交流会議｣を年１回開催している。
また、四国という地方経済圏を担う幅広い視野を持った人材を育成するため四国４県での人事交流を
進める。

数値目標等

四国各県との連携の
推進

四国４県連携新規施策数２以上（毎年度）

これまでの
主な進捗状況

【市町職員研修・合同研修の実績】
　Ｒ６年度：市町職員研修５講座、合同研修36講座、受講者数832人
　Ｒ５年度：市町職員研修５講座、合同研修36講座、受講者数877人

所管部課
総務部 総務管理局 人事課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課ア　四国各県との連携の推進

これまでの
主な進捗状況

【四国４県連携新規施策数（連携施策数）】
Ｒ６年度：２施策（27施策）
Ｒ５年度：３施策（28施策）

○愛媛・高知交流会議の開催:年１回

○人事交流(Ｈ26年度以降):各県２名
  ※Ｈ29年度からは、愛媛県から消費者庁への実務研修生（消費者庁が徳島県に設置する「消費者
　　庁新未来創造オフィス」に配属）を徳島県に派遣。
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推進事項 Ⅱ-(1)-③　他県との広域連携

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅱ-(2)-①　多様な主体との連携強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

50人役 50人役 50人役 50人役

数値目標等

中四国・九州近隣各
県との連携、協調の
推進

各県との連携事業数50以上（毎年度）

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課

イ　中四国・九州近隣各県との連携、協調の推進

広島・愛媛交流会議や中四国サミット、愛媛・大分交流会議などでの協議を通じ、しまなみ海道で結
ばれている広島県を始めとする瀬戸内海各県や、豊予海峡をはさんだ大分県と連携して、瀬戸内海の
歴史・文化を生かした水軍観光ルートやしまなみ海道サイクリングなどの観光振興、瀬戸内海の環境
保全、大規模災害時の広域対応など、広域的な施策の展開や共通課題の解決を図る。

総務系事務改革の推
進

総務系事務改革を推進し、各所属庶務担当者の
総務系事務に係る負担を軽減する。（令和５年
～令和８年：50人役/年）

総務系事務の外部委
託（派遣等含む）の
検討・実施

当面は現在の外部委託（派遣）を継続しつつ、
契約形態（業務委託）や対象業務について検討
し実施する。

内部管理事務の効率
化の検討

財務会計システムの更新による利便性の向上や
会計事務の効率化を図る。また公金収納・支払
事務等のデジタル化・ペーパレス化の推進によ
り、会計事務処理の省力化を図る。

所管部課

総務部 総務管理局
　　　行政経営課総務事務管理室
　　　　　　　　　　　　人事課
出納局 会計課 審査課ア　効果的・効率的な行政事務の実現【再掲】

職員の働き方改革を推進するため、各課室が処理する服務・給与・人事・福利厚生・研修などの総務
系事務全般について、段階的に標準化・集約化・外部委託化・システム化を組み合わせ業務の効率化
を図っている。
令和３年度から順次対象を拡大している庶務事務システムについて、対象の拡大（諸局・会計年度任
用職員等）や機能の改善等を行いながら、システムを安定稼働させるとともに、制度と関連システム
の更なる効果的な事務処理体制を構築し、総務系事務の一層の効率化・最適化を図る。
また、集約処理しているシステム化しない総務系事務について、庁内基幹システムの開発等の変化を
踏まえＢＰＲに取り組むとともに、システム化事務も含め外部委託（派遣等含む）について、検討・
実施する。
このほか、県民の多様なニーズや高度・複雑化していく業務に対応しつつ、長時間労働の是正や業務
効率化を実現するため、内部管理事務の業務プロセスの効率化について検討する。

数値目標等

制度と関連システム
の効果的な事務処理
体制の構築

制度と関連システムの更なる効果的な業務処理
体制を構築し、効率化を図る。

これまでの
主な進捗状況

広島・愛媛交流会議の開催:年１回

【各県との連携事業数】
Ｒ６年度：56施策
Ｒ５年度：54施策

これまでの
主な進捗状況

【総務系事務改革の推進】
　Ｒ６年度：庶務事務システムの対象を知事部局・諸局のフルタイム会計年度任用職員（事務補助
　　　　　　職員）（約300人）へ拡大
　　　　　　県立学校との共同利用を開始
  ＜職員の事務負担軽減人役＞　Ｒ６年度：58.63人役
  Ｒ５年度：庶務事務システムの対象を知事部局に加え諸局（約600人）へ拡大
　　　　　　システムへのログイン方法を自動化（シングルサインオン）
  ＜職員の事務負担軽減人役＞　Ｒ５年度：51.06人役

【財務会計システム更新】
　Ｒ６年度：電子審査開始（Ｒ７年２月～）
　Ｒ５年度：新財務会計システム稼働（11月～）
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推進事項 Ⅱ-(2)-①　多様な主体との連携強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅱ-(2)-①　多様な主体との連携強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅱ-(2)-①　多様な主体との連携強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

指定管理者の更新前
の制度導入効果検証

指定期間が令和８年度末までとなっている中予
地方局管内の県営住宅（19施設）について、指
定期間満了前に、制度の導入により経費の削減
や施設のサービス向上が図られたか検証を行
い、次期の施設管理の在り方の検討材料とす
る。

所管部課
総務部 総務管理局 行政経営課
（関係部課）

イ　指定管理者制度の活用

公の施設の管理運営に関して、多様化する住民ニーズにより効率的・効果的に対応するため、民間の
能力やノウハウを活用し、住民サービスの向上や、経費の節減等を図ることを目的として、指定管理
者制度を活用する。

数値目標等

指定管理者のモニタ
リングの実施

指定管理者による管理運営の状況について毎年
度モニタリングを実施し、Ｃ評価（業務仕様書
等で示した基準をおおむね満たしているが、一
部工夫や改善を期待するもの）が０の状態を維
持する。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：愛媛ＰＰＰ/ＰＦＩ地域プラットフォームにおいて、サウンディング（３事案）、民間事
業者向けセミナーを開催
Ｒ５年度：愛媛ＰＰＰ/ＰＦＩ地域プラットフォームにおいて、自治体職員向け勉強会、サウンディ
ング（７事案）、民間事業者向けセミナーを開催

数値目標等

ＰＰＰ／ＰＦＩ方式
の活用に関する検討

毎年度サウンディングを実施

これまでの
主な進捗状況

【モニタリングでＣ評価となった施設数】
　Ｒ６年度：０施設
　Ｒ５年度：０施設

所管部課
総務部 総務管理局　行政経営課
(関係部課）

ウ　ＰＰＰ／ＰＦＩ方式の活用

平成23年度のＰＦＩ法の改正等も踏まえ、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して公共施設
等の設計、建設、維持管理及び運営を民間主導で行うＰＰＰ/ＰＦＩ方式の本県事業への活用を検討
し、効率的・効果的な公共サービスの提供を図る。

これまでの
主な進捗状況

【ＰＦＳ導入案件数】
Ｒ６年度：モデル事業を２件実施し、Ｒ７年度新たに３件本格実施
Ｒ５年度：モデル事業を２件実施し、２件ともＲ６年度に本格実施

所管部課 総務部 総務管理局 行政経営課
エ　成果連動型民間委託契約方式（ＰＦＳ）の導入
　　促進

多様な行政ニーズに的確に対応し、公共サービスの質の向上を図るため、県が、解決すべき行政課題
や目指す事業目標に対応した成果目標を設定して事業を民間に委託し、その改善状況や達成度合いに
連動した委託費が支払われる新たな官民連携の手法であるＰＦＳ（Pay For Success）の推進を図
る。

数値目標等

ＰＦＳ案件形成 毎年度導入案件増加数２以上
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推進事項 Ⅱ-(2)-①　多様な主体との連携強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅱ-(2)-①　多様な主体との連携強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課

愛のくに えひめ営業本部
経済労働部 産業雇用局
　　　　　　　　　　産業政策課
　　　　　 産業支援局
　　　　　　　　　　経営支援課

オ　金融機関や経済団体等との連携の推進

これまでの
主な進捗状況

【CONNECTえひめ支援件数】
　Ｒ６年度：136件
・県において、ポストコロナに向けた新事業展開等に取り組む事業者を支援する総合経営支援拠点
　として「CONNECTえひめ」を設置し、地元金融機関（伊予銀行、愛媛銀行、愛媛信用金庫）や経済
　団体（商工会、商工会議所、中小企業団体中央会、愛媛経済同友会）等と連携した支援を実施

　Ｒ５年度：108件
・県において、ポストコロナに向けた新事業展開等に取り組む事業者を支援する総合経営支援拠点
　として「CONNECTえひめ」を設置し、地元金融機関（伊予銀行、愛媛銀行、愛媛信用金庫）や経済
　団体（商工会、商工会議所、中小企業団体中央会、愛媛経済同友会）等と連携した支援を実施

【県関与成約額】
　Ｒ６年度：307億円
　Ｒ５年度：283億円

所管部課 土木部 河川港湾局 河川課

カ　民間活力による効率的なインフラの維持管理

新事業展開等に取り組む事業者への総合的・戦略的な支援や、商談会の開催や展示会への出展等の営
業活動の効率化に向け、広域ネットワークや独自の機動力など豊富な経営資源を有する金融機関や経
済団体等との連携を強化する。

数値目標等

新事業展開等に取り
組む事業者への支援

「CONNECTえひめ」支援件数：100件/年

商談会の開催・展示
会への出展等の営業
活動

県関与成約額：300億円（令和８年度）

（商談会・展示会等について）
　Ｒ６年度：３回
・ビジネスマッチング商談会　in　インド（県商工会議所連合会、県中小企業団体中央会、
　県商工会連合会、愛媛経済同友会）
・県と地元金融機関(伊予銀行、愛媛銀行、JA愛媛県信連、愛媛信用金庫)等で組織した実行委員会
　において、「スーパーマーケット・トレードショー」に愛媛ブースを出展 （Ｈ26年度～）
・県と地元金融機関(伊予銀行、愛媛銀行、JA愛媛県信連、愛媛信用金庫)等で組織した実行委員会
　において、「FOODEX JAPAN」に愛媛ブースを出展 （出展はＨ23年度からであるが、金融機関が実
　行委員会に加入したのはＨ24年度から）

　Ｒ５年度：３回
・ビジネスマッチング商談会　in　インド（県商工会議所連合会、県中小企業団体中央会）
・県と地元金融機関(伊予銀行、愛媛銀行、JA愛媛県信連、愛媛信用金庫)等で組織した実行委員会
　において、「スーパーマーケット・トレードショー」に愛媛ブースを出展 （Ｈ26年度～）
・県と地元金融機関(伊予銀行、愛媛銀行、JA愛媛県信連、愛媛信用金庫)等で組織した実行委員会
　において、「FOODEX JAPAN」に愛媛ブースを出展 （出展はＨ23年度からであるが、金融機関が実
　行委員会に加入したのはＨ24年度から）

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：１河川　撤去度量　１千㎥

Ｒ５年度：１河川　撤去土量　７千㎥

土砂が著しく堆積し、治水上支障のある箇所のうち、コンクリート骨材等としての有効活用が見込め
る箇所について、土砂の採取を希望する民間企業を公募し、民間活力を導入することにより、効率的
な河床掘削と土砂の有効利用を推進し、早期に流下能力を向上させるとともに、掘削費用の縮減を図
る。

数値目標等

民活河床掘削推進事
業の推進 毎年度 ３河川 撤去土量４万m3
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推進事項 Ⅱ-(2)-①　多様な主体との連携強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅱ-(2)-①　多様な主体との連携強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

住民主体による魅力的で個性ある地域づくりに向けて、ＮＰＯ法に基づく法人設立への支援や運営助
言等を実施し、協働による地域社会づくりを担うＮＰＯ法人の育成支援を図る。

数値目標等

ＮＰＯ法に基づく法
人設立支援

ＮＰＯ法人数　500法人以上を維持（令和８年
度）

所管部課
県民環境部 県民生活局
　　　　　　　　　　県民生活課

キ　多様な主体による協働の推進

数値目標等

民間資金等の活用

これまでの
主な進捗状況

【ＮＰＯ法人数】
Ｒ６年度：501法人（７年３月末現在）
Ｒ５年度：509法人（６年３月末現在）

所管部課
県民環境部 県民生活局
　　　　　　　　　　県民生活課

ク　ＮＰＯ法人を支える仕組みづくりの推進

ＮＰＯ法人を支える仕組みづくりの推進に向けて、「あったか愛媛ＮＰＯ応援基金」を設置し、県民
や民間企業等からの寄附等に基づく県民参加による支援事業を実施する。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：あったか愛媛ＮＰＯ応援基金への寄附10,518千円
Ｒ５年度：あったか愛媛ＮＰＯ応援基金への寄附 9,163千円
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推進事項 Ⅲ-(1)-①　歳出の重点化・効率化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(1)-①　歳出の重点化・効率化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(1)-①　歳出の重点化・効率化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

事務事業の見直し
重点事業への財源配分に伴い、各部局のマネジ
メントによりスクラップを自律的に行うことを
目指す。

Ⅲ【改革】　～次代を先取り成果を生む発想と行動力～

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）ア　ビルド・アンド・スクラップを基本とした

　　重要施策の積極的な推進

県総合計画に掲げる成果指標（ＫＧＩ）と事務事業に設定する成果指標（ＫＰＩ）とを連動させ、全
庁を挙げて県総合計画の目標を「どう実現するか」の視点でビルド・アンド・スクラップを行う。

数値目標等

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）

イ　社会情勢に応じた歳出の適正化

人口減少に伴う影響を踏まえ、社会情勢に応じた歳出の最適化を図る。

数値目標等

県単独補助金等の見
直し

毎年度見直しを実施し、効果の薄い事業の廃
止・縮小を行う。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ７年度当初予算における事務事業の見直しによる廃止・縮小等事業：185事業
Ｒ６年度当初予算における事務事業の見直しによる廃止・縮小等事業：160事業

大規模事業は、後年度負担や県債残高への影響などを十分に精査した上で、県費負担額を圧縮・抑制
し、財源の確保と計画的な執行に努める。
（※大規模事業：３億円以上の大規模施設整備、10億円以上の大規模プロジェクト、５千万円以上の
大規模イベント）

数値目標等

大規模事業の計画的
な推進

地方財政計画の動向を踏まえつつ、必要な財源
の確保に努めながら計画的かつ着実に推進す
る。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ７年度当初予算における県単独補助金等の見直しによる廃止・縮小等事業：18事業
Ｒ６年度当初予算における県単独補助金等の見直しによる廃止・縮小等事業：14事業

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）

ウ　大規模事業等の計画的な執行

これまでの
主な進捗状況

大規模事業については、毎年度、対象となる全事業の計画を調査し、中期の財政見通しへ反映するほ
か、事業の計画的な執行に努めている。
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推進事項 Ⅲ-(1)-①　歳出の重点化・効率化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

これまでの
主な進捗状況

Ｒ３年度対応状況：公共施設等総合管理計画の一部改訂
Ｈ30年度対応状況：公共施設等総合管理計画の一部改正
Ｈ28年度対応状況：公共施設等総合管理計画の策定

数値目標等

総合管理計画の策定
及び計画的な管理

耐震化、長寿命化、保有総量の適正化を推進

所管部課
総務部 総務管理局
　　　　　　　　財産活用推進課

エ　公共施設の計画的な維持管理・改修・改築等

公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点を持って、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に
行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設の最適な配置を進めていく。

これまでの
主な進捗状況

【国の交付金の活用状況】
　Ｒ６年度：デジタル田園都市国家構想交付金、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　等
  Ｒ５年度：デジタル田園都市国家構想交付金、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　等

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）ア　国の補助金・交付金の有効活用や民間資金の

　　積極的な導入

国からの補助金や交付金を有効に活用するとともに、民間からの資金も積極的に導入することで、事
業に対する県費負担額の抑制を図る。

数値目標等

交付金等の有効活用 国の補助金や交付金等を最大限活用する。
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推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課 総務部 行財政推進局 税務課
イ　自主納税の促進、県・市町連携による滞納
　　繰越額の縮減【再掲】

これまでの
主な進捗状況

【県税徴収率】
　Ｒ６年度：99.53％
　Ｒ５年度：99.38％
【自動車税の現年度徴収率／滞納繰越額】
　Ｒ６年度：99.77％ ／ 7,563万円
　Ｒ５年度：99.75％ ／ 8,157万円

　Ｒ５年度　地方税統一ＱＲコード納付の導入
　Ｒ４年度　インターネットバンキング収納の導入
　Ｒ３年度　最終年度をＲ７年度とする長期数値目標の設定
　Ｒ元年度　スマートフォン決済アプリ収納の導入
　Ｈ30年度　クレジットカード収納の導入
　Ｈ28年度　最終年度をＲ２年度とする長期数値目標の設定
　Ｈ27年度　個人住民税の特別徴収を全市町一斉に完全実施
　Ｈ26年度　給与（賞与）差押強化月間の取組実施、ミラーズロックの導入
　Ｈ25年度　「Ｈ27年度から個人住民税特別徴収を全市町一斉に完全実施」する取組実施
　Ｈ24年度　特別滞納整理班の設置や県と市町との税務職員の相互併任による取組実施
　Ｈ23年度　最終年度をＨ27年度とする長期数値目標の設定
　Ｈ22年度　「個人県民税の徴収確保10,000人プロジェクト」に着手
　Ｈ21年度　捜索への取組強化
　Ｈ20年度　不動産インターネット公売開始、コンビニ収納の導入
　Ｈ18年度　色付封筒による催告、タイヤロックの導入、インターネット公売開始
　　　　　　愛媛地方税滞納整理機構設立、機構による個人県民税増収効果
　Ｈ17年度　「愛媛県徴収確保対策本部」を設置
　Ｈ16年度　自動車税納期内納付キャンペーン、口座振替促進、年末クリーンアップ月間等
　Ｈ15年度　滞納整理元年
　※　　　　は個人県民税対策

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）

ウ　使用料・手数料の定期的な見直し

受益者負担の適正化の観点や物価の影響等も踏まえ、今後も使用料・手数料を定期的に見直す。

税務職員の相互併任
制度の推進

県内全市町で実施

愛媛県徴収確保対策本部において、徴収率や滞納繰越額の数値目標を設定し的確な進行管理を行うた
め、自動車税種別割納期内納付キャンペーンの実施やキャッシュレス納付など納税機会の拡大を図り
ながら、大多数の納期内納税者の視点に立って滞納処分を前提とした滞納整理を積極的に展開し、徴
収率の向上と滞納繰越額の削減を図る。また、県内全20市町で構成される一部事務組合「愛媛地方税
滞納整理機構」の支援や、県・市町の税務職員の相互併任を活用するなどして、個人県民税の税収増
を図る。

数値目標等

徴収率の向上
長期数値目標（令和３～７年度）
　県税徴収率：99.20％以上を維持

滞納額の縮減

長期数値目標（令和３～７年度）
　自動車税の滞納繰越額：過去最高の現年度徴
収率（令和２年度：99.79％）を維持しつつ、
自動車税滞納繰越額を令和２年度末から３割削
減〔目標額：6,700万円〕
【参考】令和２年度末自動車税滞納繰越額
　　　　9,523万円

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：４年ごとの一斉見直しにより、物価高騰による所要経費の上昇を踏まえた改定等を行った
ほか、関係法令の一部改正に伴う見直し等を実施
Ｒ５年度：関係法令の一部改正に伴う見直し等を実施

数値目標等

使用料及び手数料の
定期的な見直し

定期的な一斉見直しに加え、必要に応じて見直
しを行い、適正化を図る。
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推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(1)-② 歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課
総務部 総務管理局
　　　　　　　　財産活用推進課
（関係部課）エ　県有財産の売却・利活用

県有施設等については、社会情勢の変化を踏まえ、常に役割や保有の必要性等を検証した上で、施設
の機能や規模、配置、利用状況等に留意しながら、転用・統廃合を含め、既存施設の集約化・複合化
を積極的に検討するとともに、有効活用が見込まれない場合は売却処分等を推進する。

数値目標等

売却等の促進 計画的かつ継続的な売却処分の実施

広告料収入を新たな収入確保方策とするとともに、県内企業に優良広告媒体を提供するため、広報印
刷物、県有財産、県ホームページ、広報紙等の広報媒体への有料広告の掲出及び県有施設のネーミン
グライツ（施設命名権）導入を推進する。

数値目標等

新たな広告料収入の
確保策の検討

広告事業件数年間25件以上又は収入額
30,000千円以上（毎年度）

これまでの
主な進捗状況

【売却実績（財産活用推進課所管分）】
　Ｒ６年度：7,115万円（２件）
　Ｒ５年度：2億2,356万円（３件）

所管部課
企画振興部 政策企画局
                    総合政策課

オ　広告料収入の確保

数値目標等

未回収債権（税外）
の回収強化

県庁全体の未収額の縮減（毎年度）

これまでの
主な進捗状況

【広告事業の実施状況】
　Ｒ６年度：27件（歳入型24件、提携型３件）、収入額24,707千円
　Ｒ５年度：29件（歳入型25件、提携型４件）、収入額24,915千円

【ネーミングライツ（施設命名権）の導入状況】
　県総合運動公園陸上競技場（契約金額年23,408千円（税込））※H19年度～

所管部課
総務部 総務管理局
　　　　　　　　財産活用推進課
（関係部課）カ　未回収債権（税外）の回収強化

債権管理の一層の適正化を図り、効率的な債権管理事務を進めるため、平成23年５月に設置した「愛
媛県債権管理推進連絡会議」(全庁組織)において、関係機関の連携を強化しつつ、債権の回収・整理
に係る助言や、債権別行動計画の策定に基づく事務の強化、債権整理の統一的な基準の検討等を行
う。

これまでの
主な進捗状況

【回収実績額】
　Ｒ６年度：2億7,361万円
　Ｒ５年度：3億1,658万円
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推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課
企画振興部　政策企画局
　　　　　　　　　　地域政策課

キ　ふるさと愛媛応援寄附金の普及啓発

ふるさと納税制度の趣旨を踏まえつつ、自らの施策や地元ブランド産品をアピールする機会ととらえ
て、魅力ある地域づくりを実践し、積極的に情報発信することにより、寄附受入額の増加を目指す。

数値目標等

ふるさと納税の普及
啓発

ふるさと納税に係る寄附額
１.５億円※（令和５年度）→４億円（令和８
年度）

投資的経費は、県民の安全・安心の確保や地域の活性化を図るため、効果的・効率的な執行に努める
とともに、交付税措置のある有利な県債を最大限活用しつつ将来負担の抑制に努める。

数値目標等

将来負担比率の抑制
全国平均（東京都を除く。）を下回る水準の維
持を目指す（目標値は決算を踏まえて毎年度見
直す。）。

これまでの
主な進捗状況

【寄附金額】
　Ｒ６年度：22,169万円
　Ｒ５年度：12,709万円

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）ク　投資的経費等の効果的な執行による建設地方

　　債等残高の圧縮

これまでの
主な進捗状況

【県民一人当たり公債費（全国平均）】※全国平均は東京都を除いた数値
Ｒ６年度：66,361円(67,555円)
Ｒ５年度：60,541円(67,522円)

【県民一人当たり県債残高（全国平均）】※全国平均は東京都を除いた数値
Ｒ６年度：728,556円(853,795円)
Ｒ５年度：740,739円(860,109円)

数値目標等

県民一人当たり公債
費の抑制

全国平均（東京都を除く。）を下回る水準の維
持を目指す（目標値は決算を踏まえて毎年度見
直す。）。

県民一人当たり県債
残高の抑制

全国平均（東京都を除く。）を下回る水準の維
持を目指す（目標値は決算を踏まえて毎年度見
直す。）。

これまでの
主な進捗状況

【将来負担比率（全国平均）】※全国平均は東京都を除いた数値
Ｒ６年度：111.5%（166.5%）
Ｒ５年度：119.0%（171.2%）

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）ケ　長期的視点に立った県債管理による将来負担の

抑制

全国に比べて人口減少が進行する本県において、将来に過度な負担を先送りすることのない財政運営
を図る。
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推進事項 Ⅲ-(1)-②　歳入の確保

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

【知事部局　本庁組織数】

参　　考

【知事部局　地方機関組織数】

これまでの
主な進捗状況

【財源対策用基金残高】
Ｒ６年度末残高：490億円
Ｒ５年度末残高：484億円

所管部課
総務部 総務管理局 人事課
（関係部課）

ア　自主・自立の組織体制づくり

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）

コ　財源対策用基金等の安定的な確保

大規模災害などの不測の事態や景気変動による財政出動へ対応するとともに、防災・減災対策や人口
減少対策、地域経済の活性化など公約に掲げる重要施策を積極的に推進するため、引き続き足腰の強
い財政基盤の構築を図る。

数値目標等

財源対策用基金残高
の確保

400億円規模の安定確保

これまでの
主な進捗状況

Ｒ７年度：人口減少対策の推進に向けた更なる体制強化を図るとともに、官民共創拠点の開設
　　　　　に向けた準備体制を整備したほか、「総合計画」に掲げる政策・施策の更なる成果
　　　　　向上に向けた全庁的な政策マネジメント推進体制の強化、大規模イベント等の開催
　　　　　準備など、県政の諸課題に的確に対応するための組織体制を整備。
Ｒ６年度：少子化・人口減少対策を一層強力に推進する体制を構築したほか、県庁第二別館
　　　　　新築工事をはじめとする県有建築物の建替えや長寿命化等の営繕業務を執行・審査
　　　　　する体制の強化と総務系事務の更なる集約等を目的とした総務部門の機能強化、地
　　　　　域課題の解決に向けた県内事業者・自治体等へのデジタル実装の推進、大規模イベ
　　　　　ントの開催準備など、県政の諸課題に的確に対応するための組織体制を整備。
 Ｒ５年度：人口減少対策を強力に推進するための体制を整備したほか、行政・暮らし・産業のＤ
　　　　　Ｘと、これらを支えるデジタル人材の育成・確保、ブランド産品を活用した交流人口
　　　　　の拡大、カーボンニュートラル社会の実現、新たな感染症発生への備えなど、県政の
　　　　　諸課題に的確に対応するための組織体制を整備。

令和６年４月１日 令和７年４月１日
８部 ８部

真の分権型社会の実現を見据え、デジタル技術の行政現場への積極的な活用や、内部管理事務のアウ
トソーシング等により業務の効率化を図り、政策立案・現場調整機能の充実や、直面する政策課題に
即応する組織の再編・強化など、各種施策を機動的かつ柔軟に展開できる自主・自立の組織体制づく
りに引き続き取り組む。

数値目標等

組織の再編整備
直面する政策課題に即応する最適な組織体制の
構築

12部 12部
46機関 46機関
17支所 16支所

153係・110Ｇ 153係・116Ｇ

令和６年４月１日 令和７年４月１日
３地方局（２支局） ３地方局（２支局）

23局 23局
66課 68課

10課内室 11課内室

202課室 202課室
196係・162Ｇ 179係・170Ｇ
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推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

複雑化・多様化する行政課題に対し、機動的かつ柔軟に対応するため、部局の枠を越えたプロジェク
トチーム制度を積極的に活用するとともに、司令塔機能を担う部門を必要最小限の人員で設置した上
で、各部局の既存の組織と連携して機動的かつ効果的に施策・事業を推進する「横串組織」の構築な
どに取り組む。また、行政改革ＰＴでは必要に応じて、特定の課題を調査及び検討するＷＧ（ワーキ
ンググループ）、迅速に解決するＴＦ（タスクフォース）を活用するなど、部局間の更なる連携強化
を図る。

数値目標等

プロジェクトチーム
の活用

横串組織の構築
各部局の既存の組織と連携して機動的かつ効果
的に施策・事業を推進する「横串組織」の構築
に取り組む。

所管部課
総務部 総務管理局 人事課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　  スマート行政推進課イ　人口減少対策等、部局横断的課題に対応する

　　ための横串組織の構築【再掲】

これまでの
主な進捗状況

Ｒ５年６月から、職員有志のヒアリングチームによる聴き取り活動を開始
Ｒ５年10月から、部局横断のＷＧ（メンバー：各部局幹事課長補佐等）による活動を開始
Ｒ６年度はＷＧによる活動を継続し、各部局の取組をまとめた事例集を作成

数値目標等

要因分析・課題整理 人材確保が困難となりつつある中、職員の意欲
と能力を最大限引き出し、県民サービスを維
持・向上させていくため、性別や年齢、ライフ
ステージなどに関わらず、職員誰もが活躍でき
る組織づくりを行う。対策の実施

これまでの
主な進捗状況

Ｒ７年度：「政策マネジメント推進班」の設置（各部局幹事課）
　　　　　「人口減少対策推進本部」の設置（地域政策課）
Ｒ５年度：「少子化対策推進本部」の設置（男女参画・子育て支援課）
　　　　  「外国人材受入推進ワーキングチーム」の設置（産業人材課）
　　　　  「より良い職場づくり検討・実践ワーキンググループ」の設置（人材マネジメント室）
※「職員配置の弾力的運用について（平成25年12月26日付け総務部長通知）」により、各部局が主
　導性を発揮し、必要に応じてＰＴを設置するよう通知済

所管部課
総務部 総務管理局
　　人事課 人材マネジメント室ウ　職員のエンゲージメントの向上（組織・県民

　　への自発的な貢献意欲の向上）【再掲】

デジタル技術の進化や少子高齢化の進行などにより、行政課題が複雑化・多様化する中、職員のモチ
ベーションや政策立案能力の向上を通じ、県庁組織を「働き甲斐と働きやすさを両立した組織」へと
進化させることで、職員のエンゲージメントの向上につなげつつ、県民サービスの維持・向上を図
る。
※エンゲージメント：自らの成長や業務執行を通じて、組織・県民に貢献したいという自発的な意欲
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推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化 　

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

　

これまでの
主な進捗状況

【一般定期健康診断受診率】
　Ｒ６年度：99.9％
　Ｒ５年度：99.7％
　
【リスク報告件数】
　Ｒ６年度：０件
　Ｒ５年度：１件

労働環境の安全の確
保

各安全衛生委員会を適正に実施し、労働環境に
起因した負傷又は疾病の件数をゼロにする。
（知事部局・公営企業管理局）

所管部課 総務部　総務管理局 職員厚生課

エ　福利厚生事業の充実

労働意欲と労働力の質の向上により組織の活性化を図るため、各種健診を適正に実施するなど、職員
の健康管理に努め、労働環境の安全を確保するとともに、適宜事業の見直し等を行う。

数値目標等

職員の健康管理
一般定期健康診断における、職員（知事部局・
公営企業管理局）の受診率100%を目指す。
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推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

Ｒ５年度 Ｒ６年度

▲3,309 ▲4,327

百万円 百万円

▲19,676 ▲24,003

百万円 百万円

所管部課
公営企業管理局
　総務課
　県立病院課オ　公営企業の経営健全化

　ⅰ　県立病院事業の経営健全化

令和３年３月に令和３年度から５年間の第２次愛媛県立病院中期経営戦略を策定し、①政策的医療の
強化、②地域医療機関等との連携強化と役割分担、③医師及び看護師等の確保・人材育成機能の強
化、④働き方改革への対応、⑤医療の質の向上、⑥経営の効率化、⑦施設の老朽化対策の取組を進め
ることとした。
さらに、令和６年３月に第２次愛媛県立病院中期経営戦略を改定し、計画期間を７年間に延長すると
ともに収支改善計画を盛り込み、これらの取組を通じて県立病院として地域に必要な医療を継続して
提供するとともに、安定的な経営の確保を図る。

これまでの
主な進捗状況

単年度収支

累積欠損金

数値目標等

県立病院の自助努力
による収益増加方
策･経費削減方策の
実施 単年度収支の均衡及び累積欠損金の縮減

適正な基準に基づく
一般会計からの繰出
金の支出

（注）26年度に、会計制度変更に伴う
特別損失約103億円を計上

１　第１次県立病院財政健全化計画に基づき、診療科の新規標榜、周産期病床等の増床、一般
　病床及びICU機能の見直し、院外処方せんの発行、臨床検査部門の合理化、看護職員研修
　の充実・体系化等を実施。
２　第２次県立病院財政健全化計画に基づき、H16年度には、診療科の休止や病床数の見直し
　を行うとともに、中央病院建替基本計画策定、PET整備等を実施。H17年度には、看護体
　制の見直しを行うとともに、北宇和病院の廃止、中央病院建替に係る　PFI導入可能性調査、
　PET-CTセンターの整備、オーダリングシステムの導入を実施。H18年度には、中央病院
　整備運営事業に係るＰＦＩ法に基づく実施方針の策定、中央病院への電子カルテの導入、病
　院機能評価の受審（中央病院・三島病院・新居浜病院）、中央病院の診療材料費の削減等を
　実施。併せて、入院時の病棟管理の一元化、外来における午後診療、臨床工学技士・診療情
　報管理士の拡充、高度医療機器の更新サイクル延長等を実施。H19年度には診療材料費の削減、
　病院機能評価の受審（今治病院）、PFI方式による中央病院建替えに伴う入札公告を実施。
　H20年度には、SPD（物品物流管理）業者と一体となった診療材料費の削減や中央病院のPFI
　事業者の選定等を行った。
３　第３次県立病院財政健全化計画に基づき、三島病院をH22年４月１日に公立学校共済組合
　（四国中央病院）へ移譲した。H25年度決算は病院全体で約１億３千万円の純利益を確保し、
　H22年度から４期連続の黒字を達成した。
４　H27年３月に国から示された「新公立病院改革ガイドライン」の中で、Ｒ２年度までの新公
　立病院改革プランの策定が求められたことから、H28年３月にH28年度からＲ２年度を対象と
　した愛媛県立病院中期経営戦略をH28年３月に策定し、地域に必要な医療を継続して提供でき、
　なおかつ健全経営が確保できるよう取り組んだものの、H30年度は人件費等の費用の増加等に
　より経常損益ベースで９年ぶりの赤字となった。このことから、Ｒ元年度に経営改善プロ
　ジェクトチームを作成し、経営改善に取り組んだ結果、収支は改善したものの新型コロナウ
　イルス感染症の影響による患者減によりＲ元年度は２年連続の赤字となった。Ｒ２年度以降は
　経営改善に引き続き取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症重点医療機関として積極
　的に対応してきた結果、一般診療の一部を制限したことなどにより患者数は減少したものの、
　病床確保に対する国の財政支援等もあり、３年連続の黒字確保となった。
５　Ｒ５年度は、これまで通常診療に制限を受けながらコロナ対応に重点を置いた病院経営を
　行ってきた影響で大幅に減少した患者数が戻っておらず、Ｒ５年度もコロナ前の８割程度に
　とどまっていることに加え、Ｒ５年５月８日から新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけ
　が５類に移行したことに伴い、国の財政支援が大幅に減少したことから収益が大幅に悪化し、
　４病院すべてで赤字となり総額は30億円を超えることとなった。
６　このことを受け、Ｒ６年３月に第２次県立病院中期経営戦略を改定し、Ｒ８年度に病院事
　業会計の収支均衡を目指す収支改善計画を盛り込んだ。一方で、当初の想定を超える急激な物
　価高騰・賃金上昇や看護師不足の影響等もあり、目標の達成は極めて困難な状況にあることか
　らことから、今後計画を見直すこととしている。
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推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課
公営企業管理局
　総務課
　発電工水課オ　公営企業の経営健全化

　ⅱ　電気事業・工業用水道事業の経営健全化

電気事業及び工業用水道事業の中期経営計画（計画期間：令和２～11年度）に基づき、経営効率化は
もとより、事業運営の安定化、環境問題や耐震化への対応等を着実に推進し、中長期的視点に立った
経営の健全化に取り組む。
西条地区工業用水道事業については、安定供給の確保に向けた経営基盤の強化を図るため経営規模の
縮小を骨子とした「西条地区工業用水道事業経営改善計画」に沿って経営改善に取り組む。

数値目標等

所管部課

公営企業管理局
　総務課
　発電工水課
　県立病院課

オ　公営企業の経営健全化
　ⅲ　給与制度・運用の見直し

人事委員会勧告に基づく知事部局の給与制度に準拠し、適正な給与水準の確保に努めるとともに、諸
手当については、業務内容や勤務環境の変化などを勘案した総点検を実施し見直しを行うなど、給与
制度・運用全般について、適切な点検・見直しを行う。
なお、給与及び定員の状況については、国等との比較などにより、県民に分かりやすい方法で、県
ホームページなどへの公表を行う。

数値目標等

適正な給与水準の確
保

これまでの
主な進捗状況

電気事業、工業用水道事業については、Ｈ17年度に中期経営計画（計画期間：Ｈ17～21年度）を策定
し、経営の効率化に努めてきたところ。
Ｈ21年３月に「西条地区工業用水道事業経営改善計画」を決定。計画に基づき、Ｈ22年３月に西条工
水の計画給水量を縮小（229,000m3/日→87,420m3/日）した。
Ｈ22年３月に電気事業及び工業用水道事業における「中期経営計画」（計画期間：Ｈ22～Ｒ元年度）
を策定、またＲ２年３月に新たな「中期経営計画」（計画期間：Ｒ２～11年度）を策定し、一層の経
営効率化を図ることとした。

【電気事業経常収支比率】
　Ｒ６年度経常収支比率：164.4.％
　Ｒ５年度経常収支比率：118.8％

【工業用水道事業契約給水量】
　Ｒ６年度末契約給水量：168,815m3／日
　Ｒ５年度末契約給水量：168,630m3／日

経常収支比率（電気
事業）

125％以上（令和４年度まで115％以上）

契約給水量
（工業用水道事業）

令和５年度:181,750m3/日
令和６年度:182,900m3/日
令和７年度:184,050m3/日
令和８年度:185,200m3/日

これまでの
主な進捗状況

公営企業管理局の給与制度は、原則として知事部局に準ずることにより適切な運用に努めるととも
に、これまでも、社会情勢等に応じた適正化の取組を実施している。

特殊勤務手当などの
諸手当の見直し

※Ｒ６年度：看護職員の夜間看護等手当に係る処遇改善
　Ｒ５年度：看護補助職員の給与に係る処遇改善
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推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

民間等への委託により効果的・効率的に執行できる業務について、費用対効果、県民サービスの維持
向上の観点から、外部委託を積極的に推進する。

数値目標等

病院業務の外部委託
(電話交換、ボイ
ラー等)

実現可能なものから実施

所管部課 公営企業管理局 県立病院課
オ　公営企業の経営健全化
　ⅳ　民間的経営手法の導入

数値目標等

未収金の徴収対策強
化（病院事業）

未収金の縮減（毎年度）

未利用財産（土地）
の売却

実現可能なものから実施

事務効率化
内部業務効率化

これまでの
主な進捗状況

・新居浜病院においては、Ｒ３年度より院内滅菌消毒業務及び手術室補助業務を外部委託
・電話交換（中央病院…Ｈ25年５月から外部委託）
・中央病院においては、Ｈ25年度からＰＦＩ手法による運営業務を実施している（調達・医療機器
　の保守点検・物品管理・滅菌消毒・医療事務・清掃・施設メンテナンス・警備・食事の提供・
　洗濯業務等）。

所管部課

公営企業管理局
　総務課
　発電工水課
　県立病院課

オ　公営企業の経営健全化
　ⅴ　収益増加への取組

公営企業を取り巻く厳しい経営環境に対応するため、収入増加への取組とともに、コスト縮減や業務
の効率化等の取組により経営の効率化を進め、収益の増加を図る。

これまでの
主な進捗状況

・Ｒ６年度は、病院からの文書・電話による積極的な催告（４病院で延べ4,000回以上）や弁護士法
人への回収業務の委託により早期回収に努めるとともに、権利放棄の議決を経て不納欠損処理により
債権整理を行った。また、県立病院未収金担当者会議及び研修会を開催することにより、効率的な未
収金回収業務を検討するとともに、各病院担当者のスキルアップを図った。
・Ｒ６年度までに、発電・工水事業で121,903千円、病院事業で810,568千円の未利用財産（土地）を
売却。

【病院未収金（年度末残高）】
　Ｒ６年度：301,932千円
　Ｒ５年度：296,220千円
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推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

　　（対象期間：令和５～令和８年度）

推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：全日制課程を５学級減、１校を改編
Ｒ５年度：全日制課程を２学級減、１校を募集停止
Ｒ５年３月：「県立学校振興計画」決定・公表
Ｒ４年度：全日制課程を３学級減
Ｒ３年度：全日制課程を１学級減、２校を分校化
Ｒ２年度：全日制課程を１学級減、２校を分校化、中等教育学校２校を定員引き下げ
　　　　 「県立学校振興計画（Ｒ５～14）」の策定開始
Ｒ元年度：全日制課程を２学級減、１校を分校化
Ｈ30年度：全日制課程を１学級減、１校を定員引き下げ
Ｈ29年度：全日制課程、定時制課程とも定員維持
Ｈ28年度：全日制課程、定時制課程とも定員維持
Ｈ27年度：全日制課程を５学級減

所管部課 教育委員会 指導部 高校教育課

カ　県立学校の再編整備

中学校卒業者数の減少を踏まえて、再編整備基準に基づき、県立学校の再編整備に取り組む。

数値目標等

県立学校の再編整備
全日制県立高校・中等教育学校
令和５年度：55校→令和９年度：45校
※全日制から定時制・通信制への改編を含む。

これまでの
主な進捗状況

【愛媛県教育の振興に関する大綱】
第１期（Ｈ27年５月策定）
第２期（Ｈ31年３月策定）
第３期（Ｒ５年３月策定）

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ク　民間企業等経験者の採用

教育に関する大綱の
推進

知事部局との政策連携を図るため、期間中、必
要に応じて大綱の改定を行う。

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　  総合政策課
教育委員会 管理部 教育総務課キ　総合教育会議の活用による知事部局と教育

　　委員会との連携強化

教育委員会制度改革により平成27年度に設置した総合教育会議を活用し、教育に関する部局横断的な
課題について、知事部局と教育委員会が連携して施策の推進を図る。

数値目標等

総合教育会議の開催
基本的に毎年度１回開催
ただし、状況に応じて随時開催

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：採用予定数25人、申込者数63人、最終合格者18人（採用者数14人）
Ｒ５年度：採用予定数17人、申込者数91人、最終合格者13人（採用者数12人）

高度化・多様化する行政課題に対応するとともに、職員の年齢構成の平準化を図るため、民間企業等
での業務経験を持ち、柔軟な発想力・行動力・経営感覚を有する多様な人材の活用を図ることとし、
民間企業等経験者を対象とした採用試験を実施する。

数値目標等

民間企業等経験者採
用試験の実施
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推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

Ｒ２年４月１日から制度開始

【会計年度任用職員の任用状況 （一般行政部門）】

フルタイム パートタイム 合計
事務補助職員 258 118 376
臨時補助員 7 7
特定業務職員 65 495 560

合計 323 620 943

推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ケ　会計年度任用職員制度の活用

地方公務員法の改正により令和２年度から導入された「会計年度任用職員」について、法改正の趣旨
を踏まえつつ、新たな行政需要に対応するため、業務内容や業務量の変化に柔軟に対応した適正配置
に努める。

所管部課
総務部 総務管理局 人事課
（保健福祉部 生きがい推進局
　　　　　　　障がい福祉課）コ　えひめチャレンジオフィスの活用

常時勤務による就労が困難な障がい者をチャレンジ職員（会計年度任用職員）として雇用し、民間企
業等への本格的な就労を支援する「えひめチャレンジオフィス」を設置。各所属から庁内の文書の集
配や発送、データ入力等の業務を集約するワークステーション方式とし、チャレンジ職員の就労能力
の向上を図るとともに、庁内事務の効率化を図る。

数値目標等

チャレンジオフィス
の活用

これまでの
主な進捗状況

区分
Ｒ７年度

数値目標等

会計年度任用職員の
活用

これまでの
主な進捗状況

【設置状況】
　Ｒ２年６月：各支局にオフィス設置（チャレンジ職員：各３名）〔計６ヵ所設置、定員33名〕
　Ｒ元年11月：各地方局にオフィス設置（チャレンジ職員：各５名）
　Ｒ元年６月：本庁にえひめチャレンジオフィスを設置（チャレンジ職員：６名）

【雇用実績】（開設～Ｒ7.8.1までの累計）
　採用人数：107人
　ステップアップ（一般就労）人数：46人
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推進事項 Ⅲ-(2)-①　組織の効率化・活性化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(2)-②　定員及び給与等の適正化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

【定員管理の進捗状況（Ｒ５年度以降）】
区分 一般行政 教育 警察 公営企業 計 対前年度増減

3,751 301 391 81 4,524
［3,859］ ［11,250］ ［2,872］ ［2,130］ ［20,111］

3,730 298 386 82 4,496 ▲ 28
［3,861］ ［11,441］ ［2,848］ ［2,113］ ［20,263］ ［152］

3,743 298 390 79 4,510 14
［3,921］ ［11,357］ ［2,865］ ［2,097］ ［20,240］ -［23］

対５年度増減 ▲ 8 ▲ 3 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 14 -

地方自治法に基づき、業務の効率的かつ効果的な遂行、財務報告等の信頼性の確保、業務に関わる法
令等の遵守、資産の保全の４つの目的が達成されないリスクを一定の水準以下に抑えるため、職員に
よるリスク評価等を行う。

数値目標等

内部統制体制の運用
内部統制体制の運用（令和２年度～）及び内部
統制評価報告書の作成・公表（令和３年度～）

内部統制制度の運用
によるリスク発生の
抑制

内部統制の評価における重大な不備の発生０件

所管部課
総務部 総務管理局 行政経営課
(関係部課）

サ　内部統制制度の運用

数値目標等

適切かつ計画的な定
員管理

令和５年度の一般行政部門の職員数を基本とし
つつ、柔軟な定員管理により新たな行政需要に
対応

-

　※再任用短時間職員を除く。
　※育休代替職員、災害復興等に係る採用者等を除く。
　※[　]内は総務省定員管理調査対象の職員数

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：重大な不備１件
Ｒ３～５年度：前年度評価において重大な不備０件
Ｒ２年度：内部統制の運用開始（４月）
Ｒ元年度：内部統制に関する方針を策定、公表（３月）
　　　　 内部統制の実施体制の整備、マニュアルの策定
Ｈ29年度：地方自治法改正により、内部統制制度の導入が義務付けられる(Ｒ２年４月施行)

所管部課

総務部 総務管理局 人事課
教育委員会 管理部 教育総務課
教育委員会 指導部 義務教育課
　　　　　　　　  高校教育課
警察本部 警務部 警務課
公営企業管理局 総務課

ア　適切かつ計画的な定員管理

行政改革による組織のスリム化を最大限図りながら、令和５年度の一般行政部門の職員数を基本とし
つつ、定年年齢の段階的引上げや、複雑化・多様化する県民ニーズへ対応するため、適正かつ柔軟な
定員管理に取り組む。
また、他部門(教育、警察及び公営企業部門)においても、法令による職員配置基準等に留意しなが
ら、一般行政部門に準じた定員管理に取り組む。

８年度 - - - - -

これまでの
主な進捗状況

○一般行政部門
　　Ｒ５年度の一般行政部門の職員数を基本としつつ、柔軟な定員管理により新たな行政需要に対応
○教育部門
　　教職員については、個別法により配置されることから数値目標は掲げないが、児童生徒数
　　の減少を踏まえながら、効果的かつ適正な配置に努める。
　　事務局職員については、一般行政部門に準じた適正な定員管理に努める。
○警察部門
　　警察官については、政令により配置されることから数値目標は掲げないが、厳しい治安情
　　勢に的確に対応しながら、効果的かつ適正な配置に努める。
　　警察官以外の職員については、一般行政部門に準じた適正な定員管理に努める。
○公営企業部門
　　病院事業については、「第２次愛媛県立病院中期経営戦略（Ｒ３年３月作成）」に基づき適正な
　　定員管理に努める。
　　発電・工水事業については、一般行政部門に準じた適正な定員管理に努める。

５年度 －

６年度

７年度
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推進事項 Ⅲ-(2)-②　定員及び給与等の適正化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

【60歳超職員の任用状況（一般行政部門）】
年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

定年延長者 0 67 83
定年前再任用 0 14 180
暫定再任用 231 170 10

計 231 251 273

推進事項 Ⅲ-(2)-②　定員及び給与等の適正化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

イ　高齢期職員の活用

これまでの
主な進捗状況

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

ウ　技能労務職の見直し

業務の外部委託などの見直しを進める。

数値目標等

今後増加が見込まれる高齢期職員の知識・経験を最大限活用する人事配置を行うことにより、行政
サービスの維持・向上を図る。

数値目標等

高齢期職員の活用

これまでの
主な進捗状況

Ｒ５年度：外部委託化や非正規化が困難な試験研究機関の農林水産作業員の採用を再開
Ｈ23年度以降：退職者による人役の減少に対応するため、業務の効率化や外部委託（逓送業務、
　　　　　　 特別職公用車運転業務）等を実施
Ｈ24年度：Ｈ23年度転職適性試験合格者を行政職として配置
Ｈ23年度：Ｈ22年度転職適性試験合格者を行政職として配置
　　　 　行政職への任用希望者を対象とした転職適性試験（第２回）を実施
Ｈ22年度：技能労務職員の給料表を国の行政職給料表（二）をベースとしたものへ改定
　　　 　自動車運転業務を一部廃止
　　　　 行政職への任用希望者を事務的業務に配置し、転職適性試験（第１回）を実施
Ｈ21年度：技能労務職員全員を対象に、行政職への任用や技能労務職の継続等についての希望調査
         を実施
Ｈ20年度：Ｈ22年度から技能労務職員の給料表を国の行政職給料表（二）をベースとしたものへ
　　　　　改定する方針を決定
　　　　　技能労務職員の従事している業務のうち､自動車運転業務については､Ｈ22年度から順次
 　　　 　廃止し､その他の業務については､Ｈ23年度以降に外部委託等を順次実施する方針を決定
Ｈ19年度：技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針を策定・公表

技能労務職の業務等
の見直し
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推進事項 Ⅲ-(2)-②　定員及び給与等の適正化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ－(3)-①　職員の意識改革

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

エ　給与制度・運用の見直し

人事委員会勧告に基づき、適正な給与水準の確保に努めるとともに、諸手当については、業務内容や
勤務環境の変化などを勘案した総点検を実施し見直しを行うなど、給与制度・運用全般について、適
切な点検・見直しを行う。
なお、給与及び定員の状況については、国等との比較などにより、県民に分かりやすい方法で、県
ホームページなどへの公表を行う。

数値目標等

適正な給与水準の確
保

限られた人員で最大限の効果を発揮するためには、職員一人ひとりがその能力をいかんなく発揮する
とともに、それぞれの職場において常に問題意識を持ち、政策課題に積極果敢に立ち向かっていく必
要がある。その基本となるのが職員の意識であり、県民に目線を合わせ、職員が一体感を持って困難
な課題に取り組むことができるよう、「５つの意識改革」をより一層徹底する。

数値目標等

５つの意識改革の徹
底

各職場における啓発研修実施率
100％（毎年度）

５つの意識改革の実
践

現場力向上運動の実施活動報告の庁内ＬＡＮへ
の掲載

これまでの
主な進捗状況

本県の給与制度は、原則として国に準ずることにより適切な運用に努めるとともに、これまでも、社
会情勢等に応じた適正化の取組を実施している。
・Ｒ６年４月ラスパイレス指数：98.4、パーシェ指数：98.4
・Ｒ５年４月ラスパイレス指数：98.5、パーシェ指数：98.4
　※ラスパイレス指数
　　国家公務員の職員構成を基準として、国家公務員の給与水準を100とした場合の本県職員の
　　給与水準
　※パーシェ指数
　　本県の職員構成を基準として、国家公務員の給与水準を100とした場合の本県職員の給与水準

所管部課
総務部 総務管理局 人事課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課ア　５つの意識改革の実践

特殊勤務手当などの
諸手当の見直し

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：引き続き庁内ＬＡＮポータルに５つの意識改革を掲載し、意識醸成を徹底。
Ｒ５年度：引き続き庁内ＬＡＮポータルに５つの意識改革を掲載し、意識醸成を徹底。
Ｒ４年度：「働き方改革指針」の終了（３月）
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推進事項 Ⅲ-(3)-②　政策立案機能の強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(3)-②　政策立案機能の強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

数値目標等

部局横断的な企画調
整機能の強化

政策マネジメント推
進班の活用

政策マネジメント推進班による会議を必要に応
じ開催

「愛媛近未来創造研
究会」の開催

本事業を通じた新規施策立案件数５件増加（６
年度廃止）

所管部課
総務部 総務管理局 人事課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課ア　部局横断的な企画調整機能の強化

県総合計画におけるＫＧＩ評価結果に基づく政策展開を図るとともに、部局横断的な課題に対応する
ため、各部局に設置する政策推進組織による部局間の連携強化に加え、プロジェクトチームの積極的
な活用を図る。
各部局に設置された政策マネジメント班を活用して、各部局における政策立案及び部局間の連携機能
の充実を図るなど、政策立案能力を強化する。

所管部課 総務部 総務管理局 人事課

イ　企画立案部門の強化

真の分権型社会の実現を見据え、国依存の「メニュー選択型行政」から、創意工夫や企画力を発揮し
て重要課題に積極果敢に対応する「政策立案型行政」への一層の転換を図る。
また、今後、ますます複雑・多様化する地域の諸課題にスピード感を持って対応するため、県庁組織
の政策立案機能の更なる強化を図る。

数値目標等

企画立案部門の強化

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：政策推進班の連絡体制により、部局横断での情報共有を適宜実施
　　　　　「愛媛近未来創造研究会」は、Ｒ５年度事業実施の結果、各部局の自律的なマネジメ
　　　　　ントにより新規施策立案につなげる体制が構築されたため廃止
Ｒ５年度：政策推進班会議を開催（総合計画・成果重視マネジメントに関する議題）、
         ＧＸ・地域脱炭素等に関する職員向け研修の開催、地域住民のウェルビーイング向上に
　　　　 関する職員向け研修の開催

これまでの
主な進捗状況

Ｒ７年度：各部局幹事課に「政策マネジメント推進幹（主幹級）」及び「政策マネジメント
　　　　　推進グループ」を設置
　　　　　企画振興部に「人口減少対策統括部長」を設置し、地域政策課を事務局とする
　　　　　「人口減少対策推進本部」を訓令設置
Ｒ６年度：地域政策課に「地方創生グループ」を設置
　　　　　デジタルシフト推進課に「デジタル実装グループ」を設置
Ｒ５年度：「デジタル変革担当部長」を設置
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推進事項 Ⅲ-(3)-②　政策立案機能の強化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(3)-③　業務の見直し・改善

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

部局の枠を超えた自由な発想に基づく若手職員の政策立案を通じた人材育成と新しい企画を新規施策
につなげることを目的に、プロジェクトチームを設置し、知事に企画提案を行う。

数値目標等

愛顔づくりプロジェ
クトの推進

みんなの愛顔づくりプロジェクトの提案により
施策化された事業数３件以上（毎年度）

所管部課
総務部 総務管理局
　　人事課 人材マネジメント室

ウ　職員の企画立案能力の向上

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：成果重視政策マネジメント推進プランを策定するとともに、事後評価の本格導入や、期中
評価の試験導入に取り組んだ。

数値目標等

ＫＰＩマネジメント
の推進

ＫＰＩの効果検証等を通じた効果的・効率的な
事業執行と自律的な改善

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：３件
10月に知事報告会を実施（テーマ「“県庁”×“ひめぎん”がガチトーク　生み出せ！　地域経済活
性化への処方箋」）
地域経済の活性化を目指して、県内産業への就業者の増加策、関係人口・交流人口の増加策、外国人
材の受入れ促進、子どもを授かるための支援策について、アイデアを提案した。
Ｒ５年度：２件
10月に知事報告会を実施（テーマ「“県庁”×“いよぎん”若手職員＆行員のリアルな目線で
考える人口減少対策」）
人口減少対策として、結婚・子育てに対するイメージアップ、仕事と家庭生活の両立が可能な
職場環境の整備、県内産業の魅力発信を図る施策について、アイデアを提案した。

所管部課
総務部 行財政推進局 財政課
（関係部課）

ア　ＫＰＩマネジメントの推進

県総合計画の政策・施策体系に基づき、各事務事業に設定したＫＰＩの効果検証等を通じて、各施策
の目標達成に向けた効果的・効率的な事業執行と自律的な改善を目指す。
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推進事項 Ⅲ-(3)-③　業務の見直し・改善

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

包括外部監
査の監査結
果に基づい
た事務事業
の見直し等
の実施

包括外部監
査結果（指
摘）の対応
状況の公表

包括外部監
査結果（意
見）の対応
状況の公表

目標値 100% 100% 100%
６年度対応 100% ※ 100% 100%

推進事項 Ⅲ-(3)-③　業務の見直し・改善

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

これまでの
主な進捗状況

※令和５年度包括外部監査結果に
おける指摘 (３件)

所管部課
土木部 土木管理局
　　　　土木管理課 技術企画室

ウ　公共事業評価システムの推進

包括外部監査結果
（指摘）の対応状況
の公表

毎年度公表
（対応件数／指摘件数×100＝100％）

包括外部監査結果
（意見）の対応状況
の公表

毎年度公表
（対応件数／意見件数×100＝100％）

所管部課
総務部 総務管理局 行政経営課
監査事務局

イ　包括外部監査制度の有効活用

地方公共団体の組織に属さない外部の専門家が監査を行う包括外部監査の特性を活用し、監査結果を
事務事業の見直し等に積極的に反映させていく。
包括外部監査結果（指摘）については、地方自治法に基づき対応状況を公表するとともに、本件の行
財政改革を一層推進し、更なる県民の説明責任の徹底を図るため、包括外部監査結果（意見）の対応
状況についても、公表する。

数値目標等

包括外部監査の監査
結果に基づいた事務
事業の見直し等の実
施

指摘事項の対応の見直し・改善・検討件数割合
100％とし、不適切な事務処理の発生抑制及び
行財政改革につなげる。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：「愛媛県公共事業評価委員会」の開催（Ｒ６年度末現在）
審議件数529件 （内訳：事業継続521事業、中止５事業、休止１事業、新規事業化２事業、事後評価
29計画）
Ｒ５年度：「愛媛県公共事業評価委員会」の開催（Ｒ５年度末現在、47回開催）
審議件数517件 （内訳：事業継続509事業、中止５事業、休止１事業、新規事業化２事業、事後評価
27計画）

事後評価

事業完了後の事業の効果の確認を行い、同種事
業の計画のあり方の見直しに反映させる。（社
会資本総合整備計画の計画毎に、期間終了時点
で実施）

公共事業の効率的・効果的な実施及び公共事業に対する県民からの信頼性向上を図るため、「新規採
択時評価」「再評価」「事後評価」により適時適切な事業評価を行う。事業評価にあたっては、学識
経験者等で構成される愛媛県公共事業評価委員会にて審議することとしている。
新規採択時評価：費用対効果分析を含め、総合的に新規事業化の妥当性を判断する。
再評価：事業の継続に当たり、必要に応じてその見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められな
い場合には事業を中止する。
事後評価：事業完了後に事業効果の確認を行い、必要に応じて、適切な改善措置を検討する。

数値目標等

新規採択時評価

公共事業の効率性・透明性の向上や地域の実情
を踏まえた事業実施を図るため、事業の必要性
について評価し、新規事業採択が適当であるか
判断する。

再評価

事業採択後一定期間を経過した後も未着工であ
る事業、事業採択後長期間が経過している事業
の評価を行い、事業継続が適当であるか判断す
る。
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推進事項 Ⅲ-(3)-③　業務の見直し・改善

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(3)-③　業務の見直し・改善

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課
総務部 総務管理局 行政経営課
（関係部課）

エ　事務改善提案の実施

事務の改善や効率化について、職員からの自由な発想や独創的なアイデア等により提案を募集する事
務改善提案を実施し、より働きやすい職場づくりを進める。

所管部課 総務部 総務管理局 行政経営課

オ　行政手続条例の適正な運用

県の行政処分における手続に関し、共通する事項を定めることによって、行政運営における公正の確
保と透明性を図るため、行政手続法及び愛媛県行政手続条例に基づき、許認可等の基準の設定及び適
宜の見直し並びに標準処理期間の設定及び短縮に取り組む。

数値目標等

許認可等の基準及び
標準処理期間の設
定・見直し・短縮

毎年１回以上の見直し及びＨＰ公表を実施し、
最新の情報を県民に公開することで、行政運営
の公正の確保と透明性の向上を図り、国民の権
利利益の保護に資する。

これまでの
主な進捗状況

【「導入について検討」又は「導入予定」となる提案数／全提案に占める割合】
Ｒ６年度：11件 ／ 31.4％（全提案数35件）
Ｒ５年度：８件 ／ 30.7％（全提案数26件）

数値目標等

事務改善提案の実施

事務の改善や効率化を図るため、職員から募集
する事務改善提案について、「導入について検
討」又は「導入予定」となる提案数が10件以上
かつ全提案に占める割合の40％以上を目指す。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準等の設定（設定件数　　725件）
 　　 　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,279件）
Ｒ５年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準等の設定（設定件数　　724件）
 　　 　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,279件）
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推進事項 Ⅲ-(3)-③　業務の見直し・改善

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(3)-④　財産管理の適正化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課 総務部 総務管理局 行政経営課

カ　入札・契約制度の適正な運用

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成13年度施行、平成26年度改正）の趣
旨に則り、入札・契約手続の透明性を確保するため、工事の発注見通しや入札・契約の内容等の公表
を行い、制度の適正な運用を図るとともに、引き続き公平性・透明性・競争性を確保するため、見直
し・改善を行う。

数値目標等

入札・契約手続の見
直し・改善

毎年１回以上、制度の見直し・改善を実施

県有財産管理推進本部において、基本方針に基づき、保有総量の適正化や効率的な利活用、長寿命化
等を図る。

数値目標等

県有財産管理
効率的な利活用及び保全に向けた維持管理を計
画的に行うための基本方針に基づく具体的な取
組

高効率機器導入によ
る維持管理費の削減

ＥＳＣＯ事業は令和２年度で終了したが、平成
18年度から15年間の累計で約３億３千万円削減
令和５年度以降も引き続き、当該設備を活用し
ながら、計画的な機器更新・改修により経費削
減を図る。

これまでの
主な進捗状況

【発注標準等の適正化】
　Ｒ２年度：業者選定等の枠組みの見直し（Ｒ３年度以降適用）
　　　　　（格付け等級区分の再編、上位等級業者の少額工事への入札参加制限、
　　　　　　直近上位等級の対象工事に入札参加できる「チャレンジ枠」の設定等）

【入札後審査型一般競争入札及び総合評価落札方式の拡充】
　Ｒ６年度：総合評価落札方式の見直し（Ｒ７年６月以降適用）
　　　　　（評価項目の見直し 等）
　Ｒ５年度：総合評価落札方式の見直し（Ｒ６年６月以降適用）
　　　　　（評価項目の見直し 等）
　Ｒ４年度：総合評価落札方式の見直し（Ｒ５年６月以降適用）
　　　　　（施工計画型の対象金額の見直し 等）
　Ｒ２年度：入札参加要件において求める施工実績・従事経験の条件緩和（Ｒ３年度以降適用）
    　　　 総合評価落札方式の抜本的見直し（Ｒ３年度以降適用）
　　　　　（企業実績評価の価格帯に応じた縮減、評価区分「技術力の継続的な確保」の新設等）
　Ｒ元年度：総合評価落札方式の見直し（施工計画型対象外工事の追加 等）

【その他】
　Ｒ３年度：工事関連業務委託におけるダンピング対策の拡充（Ｒ４年６月以降適用）
　　　　　（低入札価格調査制度、最低制限価格制度の導入など）
　Ｒ元年度：副現場代理人の設置（現場代理人の働き方改革）

所管部課
総務部 総務管理局
　　　　　　　 財産活用推進課
（関係部課）ア　県有財産の適正な管理の推進

これまでの
主な進捗状況

【本庁舎ＥＳＣＯ導入及び省エネ機器の導入】
　Ｒ４年度：本庁舎内建物の照明全てをＬＥＤ化
　Ｒ３年度：本館ビルマルチエアコンを高効率タイプに更新
　Ｒ２年度：ＥＳＣＯ事業終了。当該事業で整備した設備は引き続き活用し、削減を図る。
　Ｈ25年度：ＥＳＣＯ事業設備の無償譲渡を受けＲ２年度まで運用
　Ｈ24年度：ＥＳＣＯサービス終了
　Ｈ18年度：ＥＳＣＯサービス開始
　Ｈ17年度：改修工事を終了
　※ＥＳＣＯ事業では、Ｒ２年度末までの実績値で約４億９千万円の削減利益となり、計画
　　（約３億３千万円）を大幅に上回った。
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推進事項 Ⅲ-(3)-④　財産管理の適正化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(3)-④　財産管理の適正化

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

これまでの
主な進捗状況

【財政的リスクが高いと認められる県出資法人】
Ｒ６年度：０法人
Ｒ５年度：０法人

【法人情報等の積極的な開示】
法人の前年度実績の決算状況等を県ＨＰで公開

所管部課
土木部 土木管理局
　　　　土木管理課 技術企画室ウ　公共土木施設維持管理システムの推進

　　(個別施設計画(長寿命化計画)に基づく維持管理）

数値目標等

経営状況、資産債務
の状況及び事業の実
績等の評価

県出資比率が25％以上の20県出資法人の経営評
価を実施し、総務省の定める「経営健全化方
針」策定の要件に該当する、財政的リスクが高
いと認められる県出資法人数が０の状態を維持
する。

法人情報等の積極的
な開示

県民の法人に対する理解と信頼を得られるよ
う、20県出資法人の決算状況等の県ホームペー
ジでの公開率100％を維持する。

所管部課
総務部 総務管理局 行政経営課
（関係部課）

イ　県出資法人の経営評価

出資法人の経営の状況、資産債務の状況及び事業の実績等を踏まえたうえで、県出資法人経営評価指
針に基づき、自主性・自律性の向上、県の関与の適正化、法人情報等の積極的な開示の観点から経営
評価を行う。

これまでの
主な進捗状況

・各公共土木施設において、点検・診断結果に基づき個別施設計画（長寿命化計画）を策定
　【道路】橋梁（Ｈ19年度）、トンネル、門型標識等、シェッド・大型カルバート（Ｈ29年度）
　【河川】水門・樋門（Ｈ29年度）、ダム（Ｈ29年度）
　【砂防】砂防堰堤等（Ｈ28年度）、地すべり・急傾斜施設等（Ｈ29年度）、渓流保全工（Ｈ30年
度）
　【港湾】港湾施設（Ｈ28年度）【海岸】堤防・護岸等（Ｈ29年度）、水門・樋門等（Ｒ元年度）
　【公園】公園施設（Ｈ26年度）
・計画に基づき主要施設の点検、診断、措置、記録を実施。
・Ｒ６年度：老朽化に起因する重大事故件数０件
・Ｒ５年度：老朽化に起因する重大事故件数０件
※アセットマネジメントの手法：
 土木施設を資産として捉え、構造物の状態を客観的に把握･評価し、計画的な維持・修繕により施設
を延命化するとともに、中長期的な資産の劣化リスクをコントロールし的確に維持管理・更新を行う
など、戦略的な維持管理・更新、トータルコストの縮減や予算を平準化するなどの効率的な資産管理
のマネジメント

高度成長期に整備した施設は、今後、老朽化が加速し、維持管理・更新費の増加が予測されるため、
アセットマネジメントの手法を導入し、施設の定期的な点検により健全度評価と劣化予測を行い長寿
命化計画を策定、計画に基づき必要な対策を適切な時期に実施、その履歴を保存し次期の点検に活用
する「メンテナンスサイクル」により、中長期的なトータルコストの縮減と予算の平準化を図る。

数値目標等

公共土木施設維持管
理システムの推進

個別施設計画（長寿命化計画）に基づく適切な
維持管理を推進し、インフラ施設の老朽化に起
因する重大事故の発生を防止する。（０件/
年）
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

大規模災害時等の危機事象の発生により県庁舎自体が被災し、人員や電気水道等に制約を受けた中で
も、被害の拡大を防止するとともに、県民の生活や経済活動への影響を最小限にとどめるため、事前
に必要な対策を講じ、非常時においても適正な業務の執行を図ることができるよう業務継続計画を策
定した。
本計画に基づいた定期的な訓練や、県防災・減災対策推進会議による業務継続マネジメント等を実施
することにより、計画の継続的改善を図る。
また、全庁共通方針である「愛媛県ＩＣＴ分野の業務継続計画」に基づき、非常時優先業務等で必要
とする各情報通信システムにおいて、大規模災害発生時においても被害を受けにくいシステム構成に
改めたり、発災時の初動対応の具体的手順を確立し「行動マニュアル」を整備しておくなど、システ
ムに係る事前対策を物理的・技術的・人的の３面から継続的に行い、ＰＤＣＡサイクルに基づくマ
ネージメントを実施することで、計画の持続的改善を図る。

数値目標等

業務継続マネジメント
(ＢＣＭ)

毎年1回以上、訓練を実施

ＩＣＴ分野の業務継
続計画の見直し

業務継続計画（本庁版ＢＣＰ・地方局版ＢＣ
Ｐ）の見直し後の速やかな計画の見直し

Ⅲ-(3)-⑤　適正な業務継続リスク管理

所管部課

県民環境部 防災局
                防災危機管理課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課

ア　危機事象発生時における適切な業務マネジ
　　メントの実施

これまでの
主な進捗状況

Ｒ７年度：発災前の警戒体制を含む災害対応行動計画（風水害編）を主に発災後の対応をまとめた
　　　　　災害時行動計画と一体化させ、発災前の警戒体制から発災後の初動対応までを網羅する
　　　　　「災害対応行動計画」として整理した。
Ｒ２年度：業務継続計画（本庁版ＢＣＰ、各地方局版ＢＣＰ）を改定した。（Ｒ３.３)
Ｒ元年度：平成30年７月豪雨災害の対応に係る検証結果を踏まえ、災害時行動計画を見直し、新た
　　　　  に災害対応行動計画（風水害編）を策定した。（Ｒ元.６）
Ｈ29年度：ＢＣＰに基づいて業務手順や関係資料を整備する、災害対策本部統括司令部の災害時行
          動計画の改定を行った。
Ｈ28年度：南海トラフ巨大地震等を想定した県地震被害想定調査、第一別館の耐震工事、国のガイ
          ドラインの改定等を踏まえ、ＢＣＰの全面改訂を行った。

行動マニュアルの見
直し

・対象システムを変更（再構築）する場合は、
行動マニュアルを改訂
・対象システムを新規構築する場合は、行動マ
ニュアルを追加整備

計画・行動マニュア
ルのマネジメント

・デジタル化関連予算の内容を審査し、システ
ムに係る効果的な事前対策の実施内容を確保
・平常時のシステム障害発生時の実際の対応行
動における行動マニュアルの効果を検証
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

国から県への権限移譲を進めるとともに、国の過剰な規制を廃止し、真の分権型社会を実現するた
め、地方分権改革プロジェクトチーム等において、国への政策提言を策定し、現場サイドからの地方
分権改革を国に提言する。
また、地方の「発意」と「多様性」を重視し、個々の地方公共団体等から全国的な制度改正の提案を
広く募る「提案募集方式」を活用し、積極的に提案を行うことで、地方の現場における支障の解決を
図り、地方分権改革の取組を推進する。

数値目標等

地方分権改革ＰＴに
よるえひめ発の提言

現場サイドからの地方分権改革の提言の実施に
よる真の分権型社会の実現

提案募集方式による
国への提案

提案募集方式の積極的な活用（毎年度１件以
上）

Ⅲ-(4)-①　分権型社会の実現に向けた国への
　　　　　 提言・提案

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課
（関係部課）ア　現場起点による国への積極的な提言

四国４県で共通する諸課題に対応するため、四国知事会議等を活用して、４県知事が国に対する提言
やアピールを行い、四国としての意見発信に取り組む。

数値目標等

地方分権改革の実現
に向けた四国４県と
の連携の推進

四国４県の連携の推進により、地方分権改革の
推進

これまでの
主な進捗状況

【国への政策提言】
　Ｒ５～６年度：えひめ発の人口減少対策に向けた提言（2023～2024）
　Ｈ24～Ｒ６年度：えひめ発の社会保障改革提言(初版～第12版)

【提案募集制度による提案件数（他県提案への共同提案を含まない）】
　Ｒ６年度：４件（うち実現：３件）
　Ｒ５年度：２件（　 〃 　：０件）

Ⅲ-(4)-①　分権型社会の実現に向けた国への
　　　　　 提言・提案

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課

イ　四国４県で連携した政策提言

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度四国知事会議
【通常提言：34項目】
【緊急提言：６項目】
・国土強靱化対策の推進に関する緊急提言
・能登半島地震を踏まえた南海トラフ地震等対策に関する緊急提言
・若年人口の増加による持続可能な人口構造の転換に関する緊急提言
・「四国遍路」の世界遺産登録に関する緊急提言
・四国における鉄道ネットワークの維持・活性化と四国の新幹線の早期実現に向けた緊急提言
・参議院議員選挙における合区の解消に関する緊急提言
Ｒ５年度四国知事会議
【通常提言：34項目】
【緊急提言：６項目】
・緊急輸送道路下にある非耐震性防火水槽の撤去に係る財政支援に関する緊急提言
・地方観光の回復・拡大に向けた緊急提言
・四国における鉄道ネットワークの維持と四国の新幹線の早期実現に向けた緊急提言
・Ｒ６年度以降の本四高速を含む「全国共通料金制度」の継続に関する緊急提言
・物価高による経済への影響に係る緊急提言
・参議院議員選挙における合区の解消に関する緊急提言
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度（第33回中四国サミット）
【共同アピール・共同宣言】
・防災・減災、国土強靱化対策の推進について
・地域経済の活性化に向けた広域的な観光連携の推進について
・高速交通ネットワーク及び地域交通の整備・充実について
・海洋ごみ対策について
・「カーボンニュートラルの実現」に向けた取組の推進について
・持続可能な医療提供体制の確保と健康寿命の延伸について
・こども・子育て政策の充実強化について
・物価高を上回る持続的な賃上げの実現について
・東京一極集中の是正と地方における人口減少対策について
・国民の政治参加の促進と公明かつ適正な選挙の実現について
・参議院議員選挙における合区の解消について
Ｒ５年度（第32回中四国サミット）
【共同アピール・共同宣言】
・こども・子育て支援の充実強化
・今後の感染症危機に備えた対策
・当面の物価高騰対策
・マイナンバーによる情報連携の正確性確保に向けた総点検の実施と適切な運用について
・高速交通ネットワーク及び地域交通の整備・充実
・令和６年度以降の本州四国連絡高速道路を含む「全国共通料金制度」の継続
・防災・減災対策の推進
・相次ぐ大規模災害への対応について
・中山間地域等の買物をはじめとした生活環境の維持・確保
・「カーボンニュートラルの実現」に向けた取組の推進について
・地域経済の活性化に向けた広域的な観光連携の推進
・海洋ごみ対策について
・参議院議員選挙における合区の解消
・国民の政治参加の促進

地方創生の推進や地方分権改革の実現に向け、中四国サミット等の場を活用して、課題整理や連携施
策等について検討する。

数値目標等

地方分権改革の実現
に向けた中四国各県
との連携の推進

中四国各県との連携の推進により、地方分権改
革の推進

Ⅲ-(4)-①　分権型社会の実現に向けた国への
           提言・提案

所管部課
企画振興部 政策企画局
　　　　　　　　　　総合政策課ウ　中四国ブロックでの共同アピール・共同宣言

　　の発信
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推進事項 Ⅲ-(4)-② 地域の実情に応じた権限移譲の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

Ｈ18年度 11市９町 7 49 農地の権利移動の許可等に係る事務等

Ｈ19年度 11市９町 21 300 ＮＰＯ法人設立の認証等に係る事務 等

Ｈ20年度 ９市９町 19 378 特定行政庁に係る事務 等

Ｈ21年度 ７市５町 13 186 旅券申請受理と交付に係る事務 等

Ｈ22年度 ４市１町 10 222 商工会の設立の認可等に係る事務 等

Ｈ23年度 ５市８町 11 141 特定保守製品に関する立入調査等に係る事務 等

Ｈ24年度 ２町 3 22 特定工場の新設届出受理等に係る事務 等

Ｈ25年度 － 0 0 －

Ｈ26年度 １市１町 6 194 高圧ガス製造許可等に係る事務 等

Ｈ27年度 １市 1 13 認定こども園に係る認定等に関する事務 等

Ｈ28年度 ２市 4 178 高圧ガス製造許可等に係る事務 等

Ｈ29年度 － 0 0 －

Ｈ30年度 １市 1 5 廃棄物再生事業者登録に係る事務

Ｒ元年度 ７市６町 3 10 浄化槽の設置等の届出の受理事務　等

Ｒ２年度 １市 1 11

Ｒ３年度 － 0 0 －

Ｒ４年度 11市９町 6 31 雨水浸透阻害行為の許可等に関する事務　等

Ｒ５年度 ３市 1 2 建築物等の確認審査等に係る事務

Ｒ６年度 １町 1 16 開発の許可等に係る事務

73 1,117

※各年度実績は、当該年度に市町と協議のうえ、条例等を規定した数（移譲は翌年度）

【権限移譲事務等市町交付金】 
    Ｒ６年度：交付金額　49,954千円
　　※当交付金のほか、保健所政令市権限移譲事務交付金等による個別措置あり
    Ｒ５年度：交付金額　50,124千円
　　※当交付金のほか、保健所政令市権限移譲事務交付金等による個別措置あり

所管部課
総務部 行財政推進局 市町振興課
（関係部課）ア　「県権限移譲推進指針」に基づく市町への

　　権限移譲

これまでの
主な進捗状況

【参考：プログラム全体における移譲状況】

年度 市町数 パッケージ数
パッケージ事務

数
移　譲　事　務　の　内　容

地域連携薬局等の認定及び薬局等の開設者に対する立ち入り検査等に係る事務

指針における権限移譲対象事務

地方分権の趣旨に沿った個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現するため、住民に身近な行政は市町
が担うことを原則に、県と市町の役割分担を行った上で、市町が実情に応じた総合的かつきめ細かな
施策を展開できるよう、市町の意向を踏まえながら、「県権限移譲推進指針」等に沿って市町の行政
体制の整備状況に応じた権限を移譲する。
あわせて、権限移譲に伴う財源措置や人的支援など市町への支援を行う。

数値目標等

プログラムに基づく
権限移譲の推進

「権限移譲具体化プログラム」により、毎年度
１パッケージ移譲を目標とする。

財政的・人的支援
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推進事項 Ⅲ-(4)-② 地域の実情に応じた権限移譲の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

第14次一括法(Ｒ６.６月成立)：１法律に基づく事務が基礎自治体へ権限移譲(Ｒ６.６月公布)
第13次一括法(Ｒ５.６月成立)：基礎自治体への権限移譲なし(Ｒ５.６月公布)
第12次一括法(Ｒ４.５月成立)：１法律に基づく事務が基礎自治体へ権限移譲(Ｒ４.５月公布)
第11次一括法(Ｒ３.５月成立)：基礎自治体への権限移譲なし(Ｒ３.５月公布)
第10次一括法(Ｒ２.６月成立)：１法律に基づく事務が基礎自治体へ権限移譲(Ｒ２.６月公布)
第９次一括法(Ｒ元.５月成立)：１法律に基づく事務が基礎自治体へ権限移譲(Ｒ元.６月公布)
第８次一括法(Ｈ30.６月成立)：２法律に基づく事務が基礎自治体へ権限移譲(Ｈ30.６月公布)
第７次一括法(Ｈ29.４月成立)：４法律に基づく事務が基礎自治体へ権限移譲(Ｈ29.４月公布)
第６次一括法(Ｈ28.５月成立)：２法律に基づく事務が基礎自治体へ権限移譲(Ｈ28.５月公布)
第５次一括法(Ｈ27.６月成立)：１法律に基づく事務が基礎自治体へ権限移譲(Ｈ27.６月公布)
※「提案募集方式」導入以降の移譲について記載

推進事項 Ⅲ-(4)-② 地域の実情に応じた権限移譲の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

これまでの
主な進捗状況

所管部課
企画振興部　政策企画局
　　　　　　　　　総合政策課

ウ　義務付け・枠付けの見直しへの対応

一体処理が望ましい
事務との調整・提案

所管部課
総務部 行財政推進局 市町振興課
（関係部課）

イ　市町への法定移譲事務の情報提供等

法定移譲事務について、関係する市町への適切な情報提供や支援体制の整備等により円滑な移譲に努
めるとともに、法定移譲事務との一体処理が望ましい事務について、効果・効率の観点から市町に提
案し、住民目線による基礎自治体への権限移譲の推進に取り組む。

数値目標等

市町への適切な情報
提供

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度： 第14次一括法　２条例を改正
Ｒ５年度： 第13次一括法　１条例を改正
Ｒ４年度： 第12次一括法　義務付け・枠付け見直しに伴う条例改正なし
Ｒ３年度： 第11次一括法　３規則を改正
Ｒ２年度： 第10次一括法　義務付け・枠付け見直しに伴う条例改正なし
Ｒ元年度： 第９次一括法　９条例を改正
Ｈ30年度： 第８次一括法　義務付け・枠付け見直しに伴う条例改正なし
Ｈ29年度： 第７次一括法　１条例を改正
Ｈ28年度： 第６次一括法　義務付け・枠付け見直しに伴う条例改正なし
Ｈ27年度： 第５次一括法　３条例を改正
Ｈ26年度： 第４次一括法　義務付け・枠付け見直しに伴う条例改正なし
Ｈ23～25年度： 第１次一括法～第３次一括法　49条例を制定・改正

義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大を内容とする法令改正に基づいて、自らの判断と責任
により地域の実情に合った基準の設定等に取り組む。

数値目標等

義務付け・枠付けの
見直しと条例制定権
の拡大による地域の
実情に合った基準の
設定

地域の実情に即した独自基準の設定
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推進事項 Ⅲ-(5)-①　ＤＸ推進体制の整備

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　  スマート行政推進課
　（デジタル総合戦略本部）ア　効果的な情報システムの導入の推進

愛媛県デジタル総合戦略本部が、情報システムの導入、既存システムの改修、機器の調達・更新な
ど、新たに発生するデジタル化案件について確認し、費用対効果等の視点から助言を行うことによ
り、効果的な情報システムの導入を推進し、より一層のデジタル化及び業務の効率化を図る。

Ⅲ-(5)-①　ＤＸ推進体制の整備

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　 　デジタルシフト推進課

イ　外部人材を活用したデジタル化の推進

本県のＤＸ推進を図るため、司令塔となるＣＤＯ（最高デジタル責任者）を補佐する外部人材（ＣＤ
Ｏ補佐官）を設置するとともに、個別プロジェクトに当たる伴走支援を行う外部人材（デジタルコー
ディネーター）を設置する。

数値目標等

これまでの
主な進捗状況

Ｈ13年度からデジタル化関連予算（高度情報化関連予算）の審査を実施

数値目標等

デジタル化関連予算
の審査

予算審査における指摘対応率
（対応件数／指摘件数×100＝100%）

Ⅲ-(5)-①　ＤＸ推進体制の整備

所管部課

総務部　総務管理局
　　人事課 人材マネジメント室
企画振興部 デジタル戦略局
　　 　　デジタルシフト推進課ウ　職員のデジタルリテラシー向上

職員全般が県政におけるＤＸの重要性や価値、理念を理解し、デジタル技術を活用して、課題解決や
価値創造に資する企画立案等を実行できるデジタルリテラシーを身に付けるよう、職場研修や自己啓
発を推進する。

数値目標等

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：ＣＤＯ補佐官（非常勤特別職）として浦田有佳里氏を設置
　　　　　デジタルコーディネーターに７名を委嘱
　　　　　デジタルコーディネーターの相談満足度　４．５

Ｒ５年度：ＣＤＯ補佐官（非常勤特別職）として柚木涼子氏を設置
　　　　　デジタルコーディネーターに７名を委嘱
　　　　　デジタルコーディネーターの相談満足度　４．４

ＣＤＯ補佐官及びデ
ジタルコーディネー
ターの設置

デジタルコーディネーターへの相談満足度
（５段階）
　年間平均４点以上

これまでの
主な進捗状況

【ＤＸ基礎研修】
Ｒ６年度：外部有識者（県CDO補佐官、総務省事業アドバイザー等）による動画研修（必須1本、選択
１本以上を視聴）を実施
Ｒ５年度：外部有識者（県・市町ＤＸ推進専門官等）による計６回の動画研修を実施
【ＤＸ専門研修】
Ｒ６年度：外部有識者（デジタルコーディネーター）による計７回の研修を実施
Ｒ５年度：外部有識者（デジタルコーディネーター）による計７回の研修を実施

研修や自己啓発の推
進

全職員対象ＤＸリテラシー調査の全項目平均ス
コア前年度以上
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

Ⅲ-(5)-①　ＤＸ推進体制の整備

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課エ　新たな官民共創拠点の構築を通じたＤＸの

　　推進

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：①93事業者 ②72事業者 ③60,600人 ④７％
Ｒ５年度：①73事業者 ②55事業者 ③29,179人 ④７％

主に県外のトライアングルエヒメの採択事業者を中心とする利用者と、県内事業者との交流の輪を広
げ、新たなビジネス機会の創出等を図るほか、交流会やセミナーの開催、各種広報媒体を活用した情
報発信等を通じて、県内事業者とのつながりや出会いの場として効果的に活用するとともに、県とＤ
Ｘ関連企業等との取組の場としても活用することで、企業からの事例紹介や各種説明会等を開催する
など、デジタルをキーワードとした官民共創の取組を推進する。

数値目標等

トライアングルエヒ
メ事業採択事業者等
による官民共創取り
組みの推進

①利用企業数：40事業者

②県外利用企業数：30事業者

③利用者数：6000人

④県外利用者の割合：50％
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

県内市町と連携しながら市町関係の27手続に係る業務フロー及び様式（帳票）の標準化に取り組むと
ともに、標準化後の業務フローに合わせて、電子審査システムや電子簿冊、紙の申請書等をデータ化
する仕組みなどを組み合わせた標準化ソリューションを共同で開発するとともに、その機能を拡張す
る仕組みを関係自治体と共同で開発することで、市町における書かない窓口（タブレット等を用いた
電子入力）、行かない窓口（移動市役所など）を実現し、誰一人取り残さない県民本位のスマートえ
ひめの実現を目指す。
また、手のひら県庁で導入している電子申請システムや施設利用予約システムについて、県市町で共
同利用することで、共通の利用者登録情報の共有や手続様式の共有を行うことが可能となり、県民や
事業者の利便性向上を図る。

数値目標等

市町業務標準化モデ
ル構築事業の導入展
開

先行４市町を除く16市町に対して導入

市町窓口多様化モデ
ル構築事業の導入展
開

令和５年度に今治市への多様化モデル導入を行
い、県内市町への横展開を実施する。

Ⅲ-(5)-①　ＤＸ推進体制の整備

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課オ　市町と連携した行政デジタルの共同化・

　　標準化

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：
・市町業務標準化モデル導入9市町についてシステム安定稼働のため一部改修実施
・市町窓口多様化モデルについて県内20市町に情報共有を実施
・電子申請システムで347手続きをオンライン化、16市町での共同利用開始
　施設利用予約システムの登録を20施設に拡大、２市２町で共同利用拡大
　県が取扱う各申請のうちオンライン申請可能な手続に係る件数割合:61％
　電子契約システムの利用開始
Ｒ５年度：
・５市町（八幡浜市、久万高原町、伊方町、松野町、鬼北町）に対し市町業務標準化モデルの導入
・今治市及び県外２市（静岡県袋井市、鹿児島県阿久根市）に市町窓口多様化モデルの導入
・電子申請システム16市町共同利用、施設利用予約システム２町共同利用

手のひら県庁で導入
する電子申請システ
ム及び施設利用予約
システムの共同利用

システムの共同利用に参画する市町とともに電
子申請システム及び施設利用予約システムを運
用する。
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

県民の多様なニーズや高度化・複雑化していく業務に対応しつつ、長時間労働の是正や業務効率化を
実現するため、ＡＩやＲＰＡといった最新ＩＴ技術等の動向把握や情報提供に努めるとともに、これ
らの技術の活用による行政サービスの向上及び業務の効率化について導入検証を進める。

数値目標等

ＡＩを活用した窓口
応答システムの導入

実証実験により得たノウハウを元に、システム
の本格導入を実施し、業務効率化を推進する。

ＲＰＡの導入展開
実証により得たノウハウを元に、導入対象を拡
大し、事務処理効率化を推進する。

Ⅲ-(5)-②　デジタル技術を活用した業務改革の
　　　　　 推進

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課

ア　デジタル技術を活用した行政の効率化

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：
・生成ＡＩシステムの庁内試験導入
・kintone調達アカウント拡大、プラグインの導入
・ＲＰＡで新たに20業務導入し本格運用
・ＲＰＡ導入業務の年間削減時間26,128時間
Ｒ５年度：
・ＲＰＡで新たに21業務導入し本格運用
・ＲＰＡ導入業務の年間削減時間20,433時間

調査研究・導入実証
の推進

最新ＩＴ技術の活用による行政の効率化を目指
した調査研究・導入実証を推進する。

kintoneの導入展開
事業の展開により各課にて作成アプリ数の拡大
を目指す。
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

令和４年度から６年度の３年間で、紙にかかる「作業時間」と「購入量」の50％削減を目指すペー
パーレスプロジェクトを令和３年６月に始動したところであり、端末のフルモバイル化やデータ保存
容量の拡充、より利便性の高い電子決裁システムへの転換等、「業務の生産性向上」を目的とした
ペーパーレス化を推進する業務環境を構築し、本プロジェクトの目標達成に取り組む。

数値目標等

地方局・地方機関へ
のデュアルディスプ
レイの配備

約1900台の配備

ペーパーレスの取組

紙の購入量について、令和３年度と比較し令和
６年度時点で50％削減を目指す。
※Ｒ６年度実績（削減率‐32.3％）を踏まえ、
新たな目標を設定中

Ⅲ-(5)-②　デジタル技術を活用した業務改革の
　　　　　 推進

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課

イ　ペーパーレス化の推進

本県の魅力を戦略的かつ効果的に発信するため、マーケティング施策におけるデータに基づく施策立
案（ＥＢＰＭ）を図り、より精緻なＰＤＣＡサイクルを回すことのできるデジタルマーケティング戦
略の導入を促進する。また、デジタルマーケティングに関する手法やノウハウを組織内で横断的に共
有・活用するとともに、愛媛県版ＤＭＰに蓄積されたデータに基づき、ターゲット像を分析した施策
立案や広告配信の成果向上を推進し、組織全体で施策効果の最大化、業務効率の向上を図る。

数値目標等

全庁的なデジタルリ
テラシーの向上

デジタルマーケティング相談窓口の設置や全庁
職員向けセミナー、ワークショップ等を定期的
に開催

全庁的なデジタル
マーケティングの横
展開

国内観光、移住など様々なマーケティング
施策に戦略的に導入促進（横展開）

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：ＢＹＯＤ本格導入
　　　　　紙購入量の削減比率（Ｒ３年度比）-32.3％
Ｒ５年度：庁内ＬＡＮ端末の更新（フルモバイル化）
　　　　　紙購入量の削減比率（Ｒ３年度比）-16.7％

Ⅲ-(5)-②　デジタル技術を活用した業務改革の
　　　　　 推進

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　 　　デジタルシフト推進課

ウ　デジタルマーケティングの推進

これまでの
主な進捗状況

【全庁的なデジタルリテラシーの向上】
　Ｒ６年度：セミナー３回
　Ｒ５年度：セミナー６回

【全庁的なデジタルマーケティングの横展開】
デジタルマーケティング相談窓口　相談件数
　Ｒ６年度：47課室174件
　Ｒ５年度：52課室150件

【愛媛県版ＤＭＰの運用】
データマネジメントプラットフォーム蓄積数
　Ｒ６年度：109サイト約40,000千ユーザー
　Ｒ５年度：105サイト約30,500千ユーザー

愛媛県版ＤＭＰの運
用

各施策取得データを蓄積・リスト化し親和性の
高い他事業に活用することで広告配信の効率性
向上を図るとともに、データを深堀りしター
ゲット像を精緻化し事業の成果向上を図る。
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

自然災害の激甚化や人口急減など社会経済情勢の変化を踏まえた上で、持続可能かつ質の高い社会資
本整備を推進するため、工事入札・契約・執行管理等に関係する現行システムを刷新し、データ連携
により複数の関連システムを一体的に運用することにより業務効率化を実現し、職員が政策企画能力
と現場技術力の向上に注力できる体制を整備する。

数値目標等

新システムの開発・
導入

令和６年度末までに新システムを構築し、現行
システムからの切替を行う。

新システムの運用
新システムを安定的に運用し、業務効率化を推
進する。

Ⅲ-(5)-②　デジタル技術を活用した業務改革の
　　　　　 推進

所管部課 総務部 総務管理局 行政経営課

エ　工事入札・契約の情報化の推進

・国の「令和７年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」及び「学校のＩＣＴ環境整備３か年
計画（2025～2027年度）」を踏まえ、ＩＣＴ環境の充実に取り組み安定的に稼働させる。
・学籍や成績等を一元的に管理する県立学校校務支援システムについて、業務効率に資する機能等を
追加したうえで更新を行う。
・ＩＣＴ教育推進ガイドラインが示す指標に基づき、生徒に時代が求める情報活用能力を身に付けさ
せ、教員の指導力の向上を図るとともに、愛媛の将来を担うデジタル人材の育成を目指し、プログラ
ミング教育の推進体制を構築する。

数値目標等

県立学校校務支援シ
ステム　新システム
開発・導入

令和５年９月までに新システムを構築し、現行
システムからの切り替えを行う。

県立学校校務支援シ
ステム　新システム
の運用

新システムを安定的に運用し、業務効率化を推
進する。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：新システム構築業務実施（開発進捗率：100％）
Ｒ５年度：新システム構築業務実施（開発進捗率：35％）
Ｒ４年度：要件整理・基本設計業務実施（委託）

Ⅲ-(5)-②　デジタル技術を活用した業務改革の
　　　　　 推進

所管部課
教育委員会 管理部 施設厚生室
教育委員会 指導部 高校教育課

オ　県立学校における教育情報化の推進

新システムの市町共
同利用の推進

電子入札システム・入札情報公開システムの共
同利用に加えて、入札参加資格審査申請システ
ムの共同利用について検討する。

これまでの
主な進捗状況

【機器整備等】
　　○Wi-Fiシステムの整備
　　　　Ｒ３年度：アクセスポイント400カ所増設
　　　　Ｒ元年度：全県立学校の全普通教室及び特別教室各６室に一斉整備
　　○電子黒板等の整備
　　　　Ｒ３年度：２月補正269台（Ｒ４年度に繰越の上、整備完了）（整備率100％）
　　　　Ｒ２年度：当初280台＋８月補正560台
　　　　Ｒ元年度：当初280台
　　○児童生徒１人１台端末の整備　　○校務支援システム導入
　　　　Ｒ２年度に整備完了　　　　　　　Ｒ５年度新システム運用開始
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ元年度：全校で運用開始
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ30年度：10校で運用（パイロット校）
【ＩＣＴ教育推進ガイドラインに係る調査結果】
　与えられた課題に対してプログラムを作成・実行できる生徒の割合
　　　　Ｒ６年度：51.6％
　　　　Ｒ５年度：43.5％

プログラミング教育
の推進

与えられた課題に対してプログラムを作成・実
行できる生徒の割合100％（令和８年度）
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推進事項 Ⅲ-(5)-③　行政サービスのデジタル化の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(5)-③　行政サービスのデジタル化の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

数値目標等

電子申請システムの
運用

県が取扱う各申請等のうち、申込件数ベースで
オンライン申請可能な手続に係る件数の割合
目標：令和５年度50％、令和６年度60％、令和
７年度64％、令和８年度67％

施設利用予約システ
ムの運用

施設利用予約システムを利用する県有施設数を
増やし、県民サービスの向上を図る。

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課

ア　「手のひら県庁」の推進

いつでも・どこでも手のひらのスマートフォン等で県の行政手続や申込等を行うことができる電子申
請システムと施設利用予約システムを構築し、利用者目線に立った行政サービスを提供するととも
に、デジタル化における内部事務の効率化を図り、行政のＤＸを推進する。

所管部課
企画振興部 デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課

イ　マイナンバーカードを活用した行政の効率化

県の本人確認の必要な申請や届出といった行政手続を、手のひら県庁電子申請システムに搭載してい
るマイナンバーカード等を用いた公的個人認証サービスを利用して、オンラインで申請等を行えるよ
うにする。

数値目標等

手のひら県庁電子申
請システムによる公
的個人認証サービス
の活用

本人確認の必要な行政手続を公的個人認証サー
ビスを利用してオンライン化する。

電子契約予約システ
ムの運用

電子契約システムを利用した、契約及び協定書
等の件数を増やし、職員の業務効率化を図る。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：電子申請システムで347手続きをオンライン化、16市町での共同利用開始
　　　　　施設利用予約システムの登録を20施設に拡大、２市２町で共同利用拡大
　　　　　県が取扱う各申請のうちオンライン申請可能な手続に係る件数割合:61％
　　　　　電子契約システムの利用開始

Ｒ５年度：電子申請システムで256手続きをオンライン化、16市町での共同利用開始
　　　　　施設利用予約システムの登録を17施設に拡大、２町での共同利用開始
　　　　　県が取扱う各申請のうちオンライン申請可能な手続に係る件数割合:58％

これまでの
主な進捗状況

Ｒ４年度～：Ｒ５.１月からサービスを提供開始
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

推進事項 Ⅲ-(5)-③　行政サービスのデジタル化の推進

具体的な取組

内　　容

実施概要 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

新システムの市町共
同利用の推進

電子入札システム・入札情報公開システムの共
同利用に加えて、入札参加資格審査申請システ
ムの共同利用について検討する。

自然災害の激甚化や人口急減など社会経済情勢の変化を踏まえた上で、持続可能かつ質の高い社会資
本整備を推進するため、工事入札・契約・執行管理等に関係する現行システムを刷新し、データ連携
により複数の関連システムを一体的に運用することにより業務効率化を実現し、職員が政策企画能力
と現場技術力の向上に注力できる体制を整備する。

数値目標等

新システムの開発・
導入

令和６年度末までに新システムを構築し、現行
システムからの切替を行う。

新システムの運用
新システムを安定的に運用し、業務効率化を推
進する。

Ⅲ-(5)-③　行政サービスのデジタル化の推進

所管部課 総務部 総務管理局 行政経営課

ウ　工事入札・契約の情報化の推進【再掲】

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：オープンデータカタログサイト内に市町のオープンデータを掲載
Ｒ５年度：オープンデータカタログサイト内に市町のオープンデータを掲載

数値目標等

より活用しやすい
データ形式での公開

県の公開データを順次拡充するとともに、より
活用しやすい機械判読に適したデータ形式での
公開を進めていく。

市町のオープンデー
タの取組支援

国が定める自治体標準オープンデータセットの
公開など市町のオープンデータの取組を支援す
る。

これまでの
主な進捗状況

Ｒ６年度：新システム構築業務実施（開発進捗率：100％）
Ｒ５年度：新システム構築業務実施（開発進捗率：35％）
Ｒ４年度：要件整理・基本設計業務実施（委託）

所管部課
企画振興部　デジタル戦略局
　　　　　　スマート行政推進課

エ　オープンデータによる行政データの積極的提供

国の「官民データ活用推進基本法」（平成28年12月14日）の趣旨及び「オープンデータ基本方針」
（平成29年５月30日ＩＴ総合戦略本部）を踏まえて整備した「愛媛県オープンデータカタログサイ
ト」に、様々なデータを保有する関係部局がオープンデータ（※）を公開することで、民間のアイ
ディアによる新しい住民サービスや新ビジネスの創出、企業活動の効率化等が期待される。
　※ 商用利用や再加工が可能な利用ルールで公開されたデータ
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